


序     文 

 

日本国政府は、トルコ共和国政府からの技術協力の要請に基づき、カレイ類養殖にかかる事前

調査を行うことを決定しました。 

これを受け、国際協力機構は、平成 19 年 3 月 25 日から 4 月 12 日まで当機構農村開発部第二グ

ループ長 横井幸生を団長とした事前調査団を派遣し、プロジェクトの要請背景等についてトル

コ共和国政府関係者と協議を行うとともに、プロジェクトサイトの調査や関連資料の収集を行い

ました。 

この報告書が本計画の推進に役立つと共に、今後この計画が実現し、両国の友好・親善の一層

の発展に寄与する事を願います。 

最後に、本調査にあたりご協力いただいたトルコ共和国関係者及び我が国の関係各位に対し、

厚く御礼申し上げるとともに、当機構の業務に対して今後ともなお一層のご支援をお願いする次

第であります。 

 

 

平成 19 年 5 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
農 村 開 発 部 
部 長  松 田 教 男 
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略 語 表  

 

 

略名  正式名  

AKSAM 

（現地名） 

Mediterranean Fisheries Research, Production and Training Institute 

地中海水産研究・生産・研修センター（英略名：MFRPT）  

（2004 年に組織改変により名称変更、旧名 Beymelek Mariculture 

Center）  

APO 
Annual Plan of Operation 

年間活動計画  

C/P 
Counterpart 

カウンターパート  

EU 
Europian Union 

欧州連合  

JCC 
Joint Coordinating Committee 

合同調整委員会  

JICA 
Japan International Cooperation Agency 

独立行政法人国際協力機構  

Kalkan 

（現地名） 

Black Sea Turbot 

黒海イボカレイ  

MARA 
Ministry of Agriculture and Rural Affairs 

トルコ農業村落省  

PDM 
Project Design Matrix 

プロジェクト・デザイン・マトリックス  

PO 
Plan of Operation 

活動計画  

SUMAE 

（現地名） 

Central Fisheries Research Institute 

中央水産研究所（英略名：CFRI）  

SPO 
State Planning Organization 

トルコ国家計画省  

TÜGEM 

（現地名） 

General Directorate of Agricultural Production and Development 

（トルコ農業村落省）農業生産開発総局  

TAGEM 

（現地名） 

General Directorate of Agriculture Research 

（トルコ農業村落省）農業研究総局  

 



写    真  

 

 

写真 1：イスタンブールの魚屋  

イスタンブールに代表されるマルマ

ラ地区では、多くの魚屋やレストラン

でカルカンを見かける。  

写真 2：カルカン料理  

多くは細く切り、油で揚げる。味は淡

白だが、主に白身魚を食べるトルコで

は、人気が高い。  

  

写真 3：簡易な養殖  

トルコでは、海水魚を素掘り池で養殖

している例もある。プロジェクトで

は、より多くの業者がカルカン養殖に

参加できるよう、簡易な養殖も試験す

る。  

写真 4：養殖の機械化  

資金的体力のある養殖業者を想定し、

プロジェクトではオートメーション

化された養殖も導入検討する。ただ

し、完全機械化は生産単価が高くなる

ので、一部を機械化するに留める予定

である。  
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調査結果要約表  

 

１．案件の概要 

国名：トルコ共和国  案件名：カレイ類養殖  

分野：水産  援助形態：技術協力プロジェクト  

所轄部署：  

農村開発部第二グループ  

畑作地帯第二チーム  

協力総額：160 千円（事前評価額）  

協力期間（予定）：  

2007 年 7 月～2010 年 12 月  

（3 年 6 ヶ月）  

先方関係機関：農業村落省（MARA）農業生産開発総局

（TÜGEM）  

日本協力機関：独立行政法人国際協力機構（ JICA）  

他の関連協力：  

1997 年 4 月～2004 年 10 月  

技術協力プロジェクト「黒海水域増養殖開発計画」及び

F/U 

2004 年 11 月～2006 年 1 月  

技術協力プロジェクト「黒海カレイ持続的種苗生産技術

開発」  

１－１ 調査団派遣の背景 

トルコ共和国（以下、トルコ）における養殖生産量の 95％以上はスズキ、ヘダイ、

ニジマスの 3 種で占められており、養殖魚の集中化による価格暴落の回避が命題となっ

ている。また、国内の給与水準が向上し、それに伴い消費者ニーズも多様化しているこ

とから、トルコ農業村落省は新魚種の養殖技術開発に取り組んできた。技術開発中の新

魚種の中で、黒海イボカレイ（現地名：Kalkan、カルカン）は最も高い技術レベルを要

するとみられているが、我が国には異体類（ヒラメ・カレイ）養殖に係る長年の知見が

蓄積されていることから、協力の要請があった。  

要請を受け、国際協力機構（ JICA）は事前調査団を派遣し、プロジェクトの実施妥当

性の確認、プロジェクトの基本計画の策定を行うこととなった。  

 

１－２ 協力内容（案） 

(1) 上位目標   

トルコにおいて養殖事業が多様化する。  

(2) プロジェクト目標  

カルカンの陸上養殖モデルが開発される。  

(3) 成果  

1 カルカンの養殖技術が開発される。  

2 事業化に適した生産規模が検討される。  

3 養殖普及にかかる情報の収集・発信体制が整う。  
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(4) 投入  

 ＜日本側＞  

1 専門家（3 分野程度：養殖技術、餌料開発、水産経済 /マーケティング、等）  

2 C/P 研修（必要に応じ 3 名以下）  

3 専門家携行機材  

4 その他、養殖用消耗品等  

＜トルコ側＞  

1 C/P（養殖部門、病理部門）  

2 トラブゾン中央水産研究所（SUMAE）の  協力（技術研修、人事交流、等）  

3 必要資機材  

4 施設補強工事  

5 土地、建物、プロジェクト事務所  

6 プロジェクト関係者の出張旅費、光熱費、施設維持管理費、養殖用消耗品、等  

 

２．調査団の概要 

調査者  担当分野  氏名  職位  

総括  横井  幸生 JICA 農村開発部第二グループ長  

養殖／施設管理  高橋  誠 水産総合研究センター技術開発員  

計画立案  山﨑    一 JICA 農村開発部プロジェクト担当  

施設設計  鈴木    修 株式会社山下設計東京本社主任  

評価分析  根本  雄二 ICONS 国際協力株式会社主任コンサルタント

調査期間  2007 年 3 月 25 日～4 月 12 日 評価種類：事前調査  
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第１章 事前調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

トルコ共和国（以下、トルコ）は地中海、黒海、エーゲ海及びマルマラ海に面し水産業が活発

であるが、近年は過剰漁獲等に起因すると見られる漁獲減少が見られ、それを補う形で養殖業が

活性化している。 
 

トルコ国における水産物生産量の推移 
 1995 年 2004 年 備考 
漁獲量 633,971t 550,482t 約 15%減↓ 
養殖生産量 21,607t 94,010t 約 4.4 倍↑ 
合   計 655,578t 644,492t  
出展：FAO 

 
しかし、養殖生産量の 95％以上はスズキ、ヘダイ、ニジマスの 3 種で占められており、トルコ

国農業村落省（以下、MARA）は養殖魚種の集中化による価格暴落の回避、将来の需要増加予測、

国内の物価水準の変化とそれに伴う消費者ニーズの多様化等を考慮し、養殖能力の強化に取り組

んできた。その一環として、新しい養殖魚種の開発にも力を入れてきたが、その中でも特に養殖

が難しいと見られる黒海イボカレイ（現地名 Kalkan 以下、カルカン）に関しては、異体類養殖

の長年の知見を有する我が国の協力が必要との判断から、技術協力の要請があった。 
初のプロジェクトは、黒海沿岸の Trabzon 県に位置する中央水産研究所（現地名略称 SUMAE）

において 1997 年から開始され、その後も同研究所において約 10 年間協力が続いた。一連の協力

によって、カルカンの種苗生産技術及び病理研究の体制が整い、あとは養殖技術の確立を残すと

ころとなった。 
本調査団は、今までの技術協力の集大成として「カレイ類養殖」を実施すべく、プロジェクト

の実施妥当性の確認、プロジェクトの基本計画の策定を目的として派遣された。 
 
【カルカン養殖にかかる協力の経緯】 

・ 1997 年 4 月 ～2002 年 4 月  黒海水域増養殖開発計画プロジェクト 
・ 2002 年 4 月 ～2004 年 10 月 同フォローアップ 
・ 2004 年 11 月 ～2007 年 1 月 黒海カレイ持続的種苗生産技術開発プロジェクト 
・ 2007 年 3 月 ～4 月         カレイ類養殖プロジェクト事前調査 

 
１－２ 団員の構成 

 

名前 担当分野 現職 派遣期間 

横井 幸生 総括 
国際協力機構農村開発部第二グルー

プ長 
4/2-4/12   

（11 日間） 

高橋  誠 養殖／施設管理 水産総合研究センター技術開発員 
3/25-4/12   

（19 日間） 
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山﨑  一 計画立案 
国際協力機構農村開発部プロジェク

ト担当 
3/30-4/12   

（14 日間） 

鈴木  修 施設設計 株式会社山下設計東京本社主任 
3/30-4/12   

（14 日間） 

根本 雄二 評価分析 
ICONS 国際協力株式会社主任コンサ

ルタント 
3/25-4/12   

（19 日間） 

 
１－３ 調査日程 

 

月日（曜日） 時 間 活 動 内 容 
3/25（日） 13:50-20:20 成田空港 → Istanbul（JL5091） 

  Istanbul 泊 
3/26（月） 9:05-10:00 Istanbul → Ankara（TK0116） 

 10:30-11:30 Ankara 空港 → Ankara 市内（陸路） 
JICA トルコ事務所  11:30-12:00 
対処方針、日程、表敬者、同行者等の確認 
MARA / TÜGEM  14:00-15:45 
局長表敬訪問、部長表敬訪問、調査概要の説明、必要資料の要求 

  Ankara 泊 

団内打合せ 3/27（火） A.M. 
事前質問回答書の内容確認 
MARA / TÜGEM  13:30-15:30 

事前質問回答書への追加質問、必要資料の要求 
 15:30-16:30 Ankara 市内 → Ankara 空港（陸路） 
 17:00-18:00 Ankara → Istanbul（TK0135） 
 19:30-20:40 Istanbul → Bodrum（TK0294） 
  Bodrum 泊 

クルチ社（トルコ 大の総合水産会社） 3/28（水） 9:40-14:00 
事業概要の確認、施設の視察、トルコにおける水産業の推移の確認、

カルカン養殖に関する関心の確認、意見交換 
ニジマス加工場  14:15-15:30 
加工業の概要確認、意見交換 
クルチ社（カルカン養殖試験候補地）  15:45-16:30 
カルカン養殖にかかるクルチ社の計画の確認 
スズキ・ヘダイ種苗生産養殖業者  16:45-18:10 
トルコにおけるスズキ・ヘダイ養殖の実態、種苗生産場の視察 

  Bodrum 泊 
3/29（木） 9:50-10:45 クルチ社（配合飼料工場） 

  工場視察、カルカン養殖における資料開発協力の可能性の確認 
デルタ社  11:05-12:00 
事業概要の確認、意見交換 
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クルチ社（種苗生産工場）  12:20-14:30 
工場視察、カルカン養殖における他国との技術協力の可能性の確認

クルチ社（海面生簀養殖場）  15:00-16:30 
施設見学、養殖業における環境汚染に関する意見交換 

  Bodrum 泊 
3/30（金） 10:00-11:00 Bodrum → Istanbul（TK0287） 

イダグダ社（廃業）関係者との意見交換  14:00-15:10 
業務概要の確認、カルカン養殖実績の確認、意見交換 

 12:50-19:20 成田 → Istanbul（JL5091）（第 2 陣） 
  Istanbul 泊 

3/31（土） 7:00- 8:45 Istanbul 空港で調査団合流 
  Istanbul → Trabzon（TK546） 
 9:30-11:30 団内打合せ 

 P.M. 資料整理 
  Trabzon 泊 

4/1（日） 13:00-15:00 SUMAE 
  所長表敬訪問、調査概要の説明、SUMAE の実績確認、必要資料の

要求 

  Trabzon 泊 
4/2（月） 13:00-17:30 SUMAE 

  研究設備の確認 
  養殖施設、電源、取水装置等の確認 
  本プロジェクトへの協力に関する確認 
 20:05-21:55 Trabzon → Istanbul（TK551） 
  Istanbul 泊（横井団長合流） 

4/3（火） 8:25- 9:40 Istanbul → Antalya（TK412） 
AKSAM-Kepez 支所  10:30-12:30 
副所長表敬訪問 

  調査概要の説明 
  研究設備の確認 

  本プロジェクトへの協力に関する確認 

 12:30-16:30 Antalya → Beymelek（陸路） 
AKSAM 
所長表敬訪問 
調査概要の説明 
調査日程の確認 

 16:45-17:15 

Beymelek 泊 
4/4（水） 9:00-12:00 AKSAM 

AKSAM の事業概要紹介 
養殖施設、電源、取水装置等の確認 

  

研究設備の確認 
 13:30-14:30 団内打合せ 



4 

  調査結果の確認 
  調査方針と手順の整理 

 14:30-15:30 AKSAM 郊外 
  取水地と取水システムの確認 
 16:00-17:30 AKSAM 
  プロジェクト実施協議（第 1 回目） 

  Beymelek 泊 

4/5（木） 9:00-17:00 AKSAM 
  施設の補足調査 
  プロジェクト実施協議（第 2 回目） 
  Beymelek 泊 

4/6（金） 9:20-17:30 AKSAM 
  プロジェクト実施協議（第 3 回目） 
  現地マスコミ対応 

  Beymelek 泊 
4/7（土） 10:30-15:30 Beymelek  → Antalya（陸路） 

  ※この日に予定していた Istanbul 経由 Ankara 便は天候不順につき欠

航 
  Antalya 泊 

4/8（日） 9:20-10:25 Antalya → Ankara（TK403） 
 10:30-11:30 Ankara 空港 → Ankara 市内（陸路） 
 11:30-12:00 団内打合せ 

資料整理   
M/M（案）作成 

  Ankara 泊 
JICA トルコ事務所 
調査結果中間報告 

資料整理 

4/9（月） 9:00-12:30 

M/M（案）作成 
MARA / TÜGEM  13:30-17:00 
M/M 協議（1 回目） 

  Ankara 泊 
Ankara 水産市場 4/10（火） 9:30-10:30 
Ankara の水産流通調査 

MARA / TÜGEM  11:20-12:20 
M/M 協議（2 回目） 
MARA  15:30-16:30 
JCC 会議（調査結果説明、案件概要説明、立ち上げまでのスケジュ

ール確認、M/M 署名） 
在トルコ日本国大使館  17:40-18:00 

調査結果報告 
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 19:00-21:30 レセプション 
  Ankara 泊 

4/11（水） 7:00- 7:50 Ankara 市内 → Ankara 空港（陸路） 
 9:00-10:00 Ankara → Istanbul（TK113） 

 23:45- Istanbul → （JL5094） 
  機内泊 

4/12（木） -16:45 → 関西空港 
 17:45-18:55 関西空港 → 羽田空港（JL1316） 

 
１－４ 調査項目 

案件実施に関連する、以下の項目について情報収集及び現状確認を行った（結果は第 2 章に記

載）。 
・ 社会経済の一般指標 
・ 水産・養殖の一般情報 
・ カルカンの流通状況 
・ 水産開発戦略と実際の取り組み 
・ 実施機関の状況（AKSAM） 
・ 関連機関の状況と連携可能性 
・ 水産普及事業の現状 

 
 また、上記結果を踏まえ、5 項目評価によって案件実施の妥当性等を確認すると共に、トルコ

側が要請してきた案件内容を基に案件の詳細について検討した。一連の協議事項は以下のとおり

（結果は第 3 章）。 
・ プロジェクトの基本方針 
・ プロジェクト名称 
・ プロジェクト基本計画案 
・ 上位計画との整合性の確認 
・ 協力期間の確認 
・ 実施体制の確認 
・ 投入内容の確認 
・ 協力対象地域 
・ プロジェクト実施上の留意点 
・ 評価 5 項目 

 
１－５ 調査方法 

調査にあたっては、以下の方法をとった。 
・ カルカン養殖に関する国内外の報告書の確認（過去の JICA 協力案件を含む） 
・ トルコ側作成の案件要請書の確認 
・ MARA、SUMAE 及び AKSAM 関係者へのアンケート配布と回答の分析 
・ MARA、SUMAE 及び AKSAM 関係者との意見交換と施設の視察 
・ 養殖業者との意見交換と施設の視察 
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また、これらの調査実施にあたっては、トルコ側関係者にも調査団に同行いただき、合同で調

査と案件詳細検討を行った。主に協力いただいた方は以下のとおり。 
 

名   前 現   職 

Mr. Erkan GÖZGÖZOĞLU MARA / TÜGEM 水産分野部長 

Dr. Yılmaz EMRE AKSAM 所長 

Dr. Atilla ÖZDEMİR SUMAE 所長 

Mr. İsa TEKŞAM AKSAM 次長 

Dr. Rızvan SÜYEK AKSAM 次長 

Mr. Salih KOCAKAYA AKSAM プロジェクト担当技術者 

 
１－６ 主要面談者 

 

農業村落省農業生産開発局（MARA / TÜGEM） 
Dr. Huseyin VELIOGLU Director General 
Mr. Erkan GOZGOZOGLU Head of Department 
Dr. Hayri DENIZ Director of Marine Aquaculture Section 
Mrs. Aylin VELIOGLU Agriculture Engineer 
Mr. Ramazan CELEBI Fisheries & Aquaculture Expert 
Dr. Caglan KARASU BENLI Agriculture Engineer 
  
地中海水産研究・生産・研修センター（AKSAM） 
Dr. Yilmaz EMRE Director 
Mr. Isa TEKSAM Deputy Director 
Dr. Rizkan SUYEK Deputy Director 
Mr. Murat SANLI Engineer 
Mr. Salih KOCAKAYA Engineer 
  
Trabzon 中央水産研究所（SUMAE） 
Dr. Atira Özdemir Director 
Dr. Haydar KÜÇÜK Engineer 
  
養殖業者  
クルチ社関係者  
（元）イダグダ社関係者 ※イダグダ社は火災事故により事業から撤退して

いる 
  
在トルコ日本国大使館  
廣瀬 健二郎 経済二等書記官 
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JICA トルコ事務所  
水落 俊一 所長 
梅永 哲 次長 
山下 望 所員 
Dr. Emin Ozdamar 農業・水産担当高級クラーク 
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第２章 調査結果 

 
２－１ 社会経済の一般指標 

(1) 概況 
1980 年と 2004 年の就労人口比率を産業別に見ると、農業（第 1 次産業）が減少傾向にあるの

に対し、観光業を中心とするサービス業（第 3 次産業）の伸びが大きい。また、近代化を進めて

いる工業・建設（第 2 次産業）は微増傾向にある。 
 

表 2-1-1 就労人口の推移 

 農業 工業 建設 サービス業 
1980 年 50% 12% 5% 33% 
2004 年 34% 18% 5% 43% 

出典：世銀 2006 年 
 

2004 年の労働人口 2,429 万人のうち、就労人口は 2,179 万人で、失業率は 10.3%である。失業率

は都市部の方が高く、農村部 5.9%に対し都市部 13.6%となっている。農村部の失業率が低いのは、

農業が就労人口を吸収している結果であるが、近年は農村部から都市部へ人口流出する傾向にあ

り、その結果として都市部の就職機会が相対的に減り、都市部失業率を高める結果となっている。 
工業の中では軽工業が活発で、その中心地はトルコ北西部のマルマラ地域であり、特に繊維・衣

類分野は大輸出産業でもある。また、地中海地域及びエーゲ地域は、観光業を中心とするサービ

ス業が発達している。これら 3 地域と首都アンカラ都市圏以外では、経済に占める農業の比重が

大きい。特に、トルコ東部では地主制が残っており、新しい産業の導入が阻害されるため、経済

近代化の立ち遅れが目立っている。 
1990 年代後半からの経済は低調で、政府は巨額の債務を抱え、国民は急速なインフレーション

に悩まされている。2000年から IMFの改革プログラムを受けたが、同年末には金融危機を起こし、

トルコ・リラ（トルコの旧通貨）の暴落とそれに伴う国内消費の急激な落ち込みに繋がった。そ

の後、2001年にトルコ政府はリラを変動相場制に移行したが、リラの対ドル価が 50%以上暴落し、

実質 GDP 成長率はマイナス 7.4%となった。 
2002 年以後は若干持ち直し、実質 GDP 成長率は 5%以上に復調した。2004 年、2005 年の消費

者物価上昇率はそれぞれ 9.3%、7.7%と、一桁台に落ち着いた。2005 年 1 月 1 日には 100 万トルコ・

リラ（TL）を 1 新トルコ・リラ（YTL）とする新通貨を発行し、デノミネーションが行われた。 
 
(2) 農業 
トルコは広大な耕地面積を持つうえ、戦略物資である食糧の確保は国家の独立の維持に不可欠

との観点から、1980 年代から一部嗜好品を除き食糧の完全自給化を図ってきた。そのため、トル

コの農業は現在においても GDP の約 11%、全就労者の約 34%を占める主要産業である。国土の

15%が牧草地、29.5%が森林、35.5%が農地である。2004 年時点で農地は 2,600 万 ha であり、その

うち 82%で乾燥地農業、18%で灌漑農業が営まれている。2003 年のデータでは、農業生産の 76%
は植物生産物、24%は畜産物である。植物生産物の内、畑作物と果物が 75%を占める。畑作物の

中では小麦の生産比率が も多く、生産量としては世界第 9 位である。果物では、ヘーゼルナッ

ツ、イチジク、アンズ、干しブドウの生産量が世界第 1 位、（生）ブドウ生産量が同 4 位となって
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いる。タバコ生産量が同 6 位、綿花生産量が同 7 位となっている他、生鮮野菜も多く、農業生産

が活発であることが分かる。また、農産物の貿易収支は大幅な黒字で対外収支を下支えし、2004
年には全輸出額のうち 4.0％が農産物である。しかし、急激な人口増加と、一部農地の荒廃があり、

近年は遂に食料の輸入額が輸出額を上回る輸入超過の状態になった。 
 
(3) 水産業 
 水産関連業の GDP に占める割合は少なく、国家計画庁（以下、SPO）の 2005 年のデータによ

れば 0.47%と見積もられる。以下 6 点に概況をまとめ、詳細は次章２－２「水産・養殖の一般情

報」で述べる。 
・ 2005 年の総水産物生産量は 545 千トンで、海面漁獲量が 334 千トン（61％）、養殖生産

量が 118 千トン（22％）、内水面漁獲量が 46 千トン（8％）、海産貝類生産量が 46 千トン

（9％）となっている。このトルコの生産量は世界の水産物生産量の 0.6％を占める。 
・ 海面登録漁船は 18,000 隻以上、内水面登録漁船は 3,000 隻で登録漁民数は約 100,000 人

である。 
・ 海面漁獲量の約 41%をカタクチイワシが占める。 
・ 漁獲部門では全国に 482 の協同組合、13 の協同組合連合、1 つの中央協同組合連合があ

る。 
・ ノルウェーを含む欧州連合（EU）の養殖生産量と比べると、トルコは第 5 位の養殖生産

国であり、スズキ・ヘダイ生産量ではギリシャに次ぎ、ニジマス生産量ではノルウェー

に次ぎ、共に第 2 位の位置にある。 
・ トルコの養殖生産量は過去 3 年で 25%の増産となっており、EU 諸国と比べても も早い

成長を遂げている。 
 
(4) 軽工業 
建国当初のトルコの経済政策は、輸入代替をおもな目標とし、軽工業は一応の発展を見た。そ

のため、衣服・靴・玩具・陶磁器・日用雑貨品等の生活用品はほぼ自給可能である。ただし、近

年では安価な中国製品の輸入が急増しており、国内企業の業績を圧迫しつつある。トルコはもと

もとヨーロッパ向けに輸出される羊毛と綿花の産地であったことから、伝統的に繊維産業が盛ん

であり、現在でも輸出額の約 3 分の 1 を占める主要産業である。また天然繊維だけでなく西部の

都市ブルサを中心に化学繊維の生産も盛んである。 
 
(5) 重工業 
トルコにおける重工業は、鉄鋼・コンクリート・セメント・石油精製など基礎的な素材分野が

中心であったが、近年では国内財閥と外国資本の合弁による自動車生産が大きなシェアを占める

ようになった。 
外資系自動車産業はトルコにおける投資の拡大を表明しており、今後も生産の伸びが期待され

る。ただし、トルコでは基礎的な機械・自動車部品生産能力が未熟で、生産設備にいたっては、

ほぼ完全に輸入に頼っている。そのため自動車輸出額が 5 ドル増加するたびに輸入額が 4 ドル増

加するとも言われており、この状況を改善するための国内産業の強化が模索されている。 
 
(6) 建設業 
建設業は GDP の 3%程度を占めるに過ぎない産業ではあるが、その一方で対外請負による外貨
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獲得源として期待されており、実際に中東・北アフリカ・ロシアを含む旧ソ連諸国において受注

を獲得している。特にロシアは受注額の 3 分の 1 を占め、もっとも主要な受注先である。 
トルコにおいてはきわめて高いインフレ率によって住宅ローンが事実上機能せず、一般の住宅

環境が良好とは言えなかった。しかし、歴史的な水準にまで低下したインフレ率によって、一般

向け住宅ローンが銀行の営利事業として十分実行可能なものとなりつつあり、2005 年以降の住宅

建設の増加が期待されている。 
 
(7) 失業問題 
トルコにおける失業率は、小規模な変動はあるものの、おおむね 10％強の水準である。好調を

維持している経済に対して、このような高い水準の失業率が発生している大きな原因として、急

激な人口増加が挙げられる。トルコの出生率は近年 1.5%で推移しており、好調なトルコ経済であ

ってもこれだけ膨大な数にのぼる学校新卒者を吸収することはできておらず、若年層の失業率は

25～26%と見られている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(8) 経済指標 
産業部門別の GDP に占める金額・割合及び経済指標を過去 10 年にさかのぼり、表 2-1-2 に示し

た。また、表 2-1-3 には産業部門別 87 年度価格 GDP 比率変化を示した。 

 
以上（1）～（7）は以下資料を参照した。 
・トルコ共和国首相府報道出版情報総局（2005 年） 
・ARC レポート：トルコ / 世界経済情報サービス 2005 
・Fisheries& Aquaculture Sector Study Final Report 28th Feb. 2007, Fisheries Acquis Center 
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表 2-1-2 一般経済指標（1996～2005 年） 

更新日付:
（単位：現地通貨は新トルコ・リラ、率＝％）

対象年月 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

実質GDP成長率 7.0 7.2 3.1 ▲ 5.3 7.4 ▲ 7.4 7.8 5.8 8.9 7.4

名目GDP総額

(百万現地通貨) 14,772 28,836 52,225 77,415 124,583 181,409 276,003 359,763 430,511 487,202

名目GDP総額

(百万ドル) 181,465 189,878 200,307 184,858 199,264 148,017 183,119 239,700 301,999 362,615

１人あたりのGDP
(名目)(ドル) 2,887 3,008 3,175 2,876 3,094 2,200 2,675 3,463 4,289 5,062

消費者物価上昇率 80.4 85.7 84.6 64.9 39.0 68.5 29.7 18.4 9.3 7.7

失業率 6.0 6.7 6.8 7.6 6.6 8.5 10.3 10.3 10.3 10.3

経常収支
国際収支ベース;百万ドル

▲ 2,437 ▲ 2,638 1,984 ▲ 1,340 ▲ 9,821 3,392 ▲ 1,524 ▲ 8,036 ▲ 15,604 ▲ 23,031

貿易収支
国際収支ベース;百万ドル

▲ 10,264 ▲ 15,048 ▲ 14,052 ▲ 10,185 ▲ 21,959 ▲ 3,733 ▲ 7,283 ▲ 14,010 ▲ 23,878 ▲ 32,722

外貨準備高
（百万ドル）

16,436 18,658 19,489 23,346 22,488 18,879 27,069 33,991 35,669 50,579

対外債務残高
(百万ドル) 79,386 84,235 96,264 103,126 118,508 113,619 130,206 145,022 162,240 170,062

為替レート（対ドルレー
ト）-期中平均値

0.0814 0.1519 0.2607 0.4188 0.6252 1.2256 1.5072 1.5009 1.4255 1.3436

為替レート（対ドルレー
ト）-期末値

0.1078 0.2056 0.3145 0.5414 0.6734 1.4501 1.6437 1.3966 1.3395 1.3451

輸出額
(百万ドル) 23,224 26,261 26,974 26,587 27,775 31,334 36,059 47,253 63,167 73,472

対日輸出額
(百万ドル) 168 144 113 122 149 124 130 156 190 234

輸入額
(百万ドル) 43,627 48,559 45,921 40,671 54,503 41,399 51,554 69,340 97,540 116,563

対日輸入額
(百万ドル) 1,422 2,040 2,046 1,393 1,621 1,307 1,466 1,927 2,684 3,107

(注)　直接投資受入額

(百万ドル) 722 805 940 783 982 3,352 1,137 1,752 2,837 9,681

出典：ジェトロ海外情報ファイル”JETRO-FILE”から作成

[出所]
実質GDP成長率、名目GDP総額、消費者物価上昇率、失業率、貿易収支、輸出入額、対日輸出入額、GDP産業別構成比：統計局HP，
http://www.die.gov.tr/english/SONIST/sonist.html
直接投資受入額：中銀HP，http://www.tcmb.gov.tr/yeni/eng/index.html
対外債務残高：中銀HP, http://www.tcmbf40.tcmb.gov.tr/cbt-uk.html
１人あたりのGDP：IMF, "World Economic Outlook Database"
為替レート、外貨準備高：IMF,"IFS"CD-ROM

[注]
2005年1月1日に100万分の1のデノミ実施

2005年分より新通貨（新トルコリラ（YTL））表記に変更

2006年12月8日

（注）ネット、国際収支ベース
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表 2-1-3 産業部門別 87 年度価格 GDP 比率変化 

単位：1,000新トルコリラ

部門 96年 97年 98年 99年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額 金額

農林漁業 15,284 14,927 16,176 15,369 16,005 14,994 15,978 15,549 15,863 16,756

（％） 14.6% 13.3% 13.9% 13.9% 13.5% 13.6% 13.5% 12.4% 11.6% 11.4%

工業 29,744 32,835 33,494 31,814 33,602 31,194 34,142 36,793 40,234 42,840

（％） 28.4% 29.2% 28.8% 28.8% 28.3% 28.4% 28.8% 29.3% 29.4% 29.2%

サービス業他 59,717 64,868 66,443 63,463 68,952 63,826 68,319 73,143 80,596 87,185
（％） 57.0% 57.6% 57.2% 57.4% 58.2% 58.0% 57.7% 58.3% 59.0% 59.4%

総計 104,745 112,631 116,114 110,646 118,560 110,013 118,440 125,485 136,693 146,781
出典：ジェトロ海外情報ファイル”JETRO-FILE”から作成

[出所]統計局HP
基準年:87年
[注]2005年1月1日に100万分の1のデノミ実施

　　 2005年分より新通貨（新トルコリラ（YTL））表記に変更  
 

(9) 人口 
a. 県別人口分布 

2004 年人口の多い順に上位 10 県、及びアンタルヤ県（県番号 7 AKSAM が位置する）、ト

ラブゾン県（県番号 61 SUMAE が位置する）、ムーラ県（県番号 48 スズキ・ヘダイの養殖

が盛んな地区）を表 2-1-4 に示した。イスタンブール県（県番号 34）が人口・人口密度で 大

となっている。その県都イスタンブールはボスフォラス海峡をはさんでアジアとヨーロッパの

2 大陸にまたがる同国 大の都市である。 
第 2 位の人口を有するのはアンカラ県（県番号 6）で、首都アンカラはトルコ第 2 の都市で

ある。地下鉄等の交通網の整備が進められた結果、郊外に大規模な団地、ニュータウンが建設

され、都市は膨張し進展しつづけている。 
第 3 位の人口を有するのはイズミール県（県番号 35）で、県都イズミールはイスタンブール

に次いでトルコ第 2 の規模の港湾施設を持ち、付近には古代遺跡もあり、多くの観光客を集め

る。 

       

 
図 2-1-1 全国 81 県番号と位置
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全国は 81 の行政県に区分されている。基本的にアルファベット順による通し番号を与えられて

いるが、新設の県の番号はアルファベット順ではない。 
 

表 2-1-4 人口の多い主要県及び県都 
2004年

面積 人口 人口密度 人口

(k㎡) (千人) (人/k㎡) (千人)

1 イスタンブル県 34 5,170 11,144 2,156 イスタンブル 9,986
2 アンカラ県 6 25,615 4,290 167 アンカラ 3,800
3 イズミル県 35 11,811 3,621 307 イズミル 2,957
4 コンヤ県 42 40,824 2,355 58 コンヤ 1,425
5 ブルサ県 16 11,087 2,331 210 ブルサ 1,823
6 アンタルヤ県 7 20,599 1,961 95 アンタルヤ 1,074
7 アダナ県 1 14,256 1,954 137 アダナ 1,498
8 メルスィン県 33 15,737 1,799 114 メルスィン 1,078
9 シャンルウルファ県 63 19,091 1,622 85 シャンルウルファ 962
10 ヂィヤルバクル県 21 15,162 1,461 96 ヂィヤルバクル 906
18 トラブゾン県 61 4,495 1,040 231 トラブゾン 539
29 ムーラ県 48 12,716 773 61 ムーラ 296
80 バイブルト県 69 4,043 91 23 バイブルト 41
81 トゥンジェリ県 62 7,406 82 11 トゥンジェリ 54

全国総合計 781,978 71,789 92 47,985

県

県
人口順位

県名 県都名県番号

県都

 
出典：Turkey’s Statistical Yearbook 2004 から作成 

 
b. 総人口 

7,000 万人を超える人口は、EU 諸国と比べるとドイツに次いで第 2 位で、2020 年には 8,300
万人まで増加し、中東・ヨーロッパ地域で 大となる見込みである。400 万人のトルコ人が外

国に居住し、うち 250 万人近くがドイツに暮らす。人口推移、増加率は以下の通り。
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図 2-1-2 総人口及び人口増加率 
（出典：Turkey’s Statistical Yearbook 2004 から作成） 
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２－２ 水産・養殖の一般情報 

 2005 年のトルコの漁業生産量は 54.5 万トンであり、内訳は海面漁獲量が 38.0 万トン（69.8％）、

内水面漁獲量が 4.6 万トン（8.5％）、養殖生産量が 11.8 万トン（21.7％）であった。 
(1)  漁獲漁業 
海面漁業： 
 海面漁業における総漁獲量は、近年 50 万トン前後で横ばいであったが、2005 年はアンチョビ

ーの不漁が原因で 38 万トンに減少した。対象となる主な魚種は、アンチョビー、マアジ（Horse 
Mackerel）、サーディン、カツオ（Atlantic Bonito）であり、この 4 種で総漁獲量の 60～80％を占

める。特にアンチョビーの漁獲量は多く、2005 年は不漁で総漁獲量の 40％となったが、例年は

60～70％がアンチョビーである（表 2-2-1）。 
 トルコの漁業海域は統計上 5 区に分けられるが、黒海における漁獲が総漁獲量の 7～8 割を占め

る（表 2-2-2）。また、2005 年の総漁獲量 38.0 万トンのうち 4.6 万トンは魚類以外であったが、生

産量が多いのは、Rapa whelk（バイガイ）、Mediterranean mussel（ムールガイ）、Baby clam（ハマ

グリの仲間）、エビ類、コウイカであった。 
内水面漁業： 
 トルコには多くの天然湖と人造湖及び大きな河川があり，内水面漁業が行われている。2005 年

の内水面の漁獲量は 4.6 万トンであり，これは漁業生産量の 8.5％を占める。漁獲量が多かったの

は、Tarek（コイ目ドジョウ科の淡水魚）が 14,100 トン（内水面漁獲量の 30.6％）、コイが 13,700
トン（同 29.7％）、ペヘレイ（Sand smelt）が 5,200 トン（同 11.4％）で、この 3 種で内水面漁獲量

全体の 70％以上を占めている。  
 

表 2-2-1 魚種別漁獲量の推移（千トン） 
魚種      年  1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
アンチョビー 388 280 320 373 295 340 139
マアジ     19 22 26 26 28 27 14
サーディン   34 17 10 9 12 13 21
カツオ       9 12 13 6 6 6 71
他の魚類  108 111 96 79 75 71 103
魚類以外    25 19 19 29 47 48 46
計 583 461 484 522 463 505 380

出典:トルコ国家統計局（TURKSTAT），2006 
  

表 2-2-2 海域別漁獲量の推移（％） 

年  黒海東部 黒海西部 黒海計 マルマラ海 エーゲ海 地中海 計（千トン）

1995 51.0 28.0 79.0 6.5 9.2 5.0 582
2000 52.8 21.9 74.7 10.6 8.8 3.1 461
2001 46.4 26.5 72.9 15.0 9.3 2.5 484
2002 49.4 27.3 76.7 13.6 6.8 2.6 523
2003 45.8 27.8 73.6 14.8 7.8 3.6 463
2004 49.0 27.2 76.2 13.1 7.6 3.0 505
2005 47.4 21.0 68.4 15.5 11.1 5.0 380

  出典:トルコ国家統計局（TURKSTAT），2006 
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(2) 水産養殖業 
 1）生産量 
 トルコは 1990 年代後半から急激に養殖生産量を増やし、2001～2002 年は深刻な経済危機によ

り養殖生産量は減少したものの、2003 年には回復し、 近 3 年間では年率 25％の割合で生産量を

増やしている。養殖生産量は 2005 年には 118,000 トンに達し、全漁業生産量に占める養殖生産量

の割合は、1986 年の 0.5％から 1996 年には 6.0％、2005 年には 21.7％になり、金額では 44％とな

った。汽水を含む海面養殖生産量は、2005 年には 69,700 トンとなり、全養殖生産量の 58.9％、内

陸部における淡水養殖生産量は 48,600 トンとなり、同 41.1％であった。養殖生産量の伸びは特に

海面養殖で著しく、経済危機後、内水面のニジマスの生産量の伸びが年率 13％であるのに対し、

海面養殖でのヘダイとスズキの生産は 36％の割合で伸びている（図 2-2-1）。 

 
現在、トルコはヨーロッパではノルウェー、ギリシャに次ぐ第 3 位の養殖生産国である（貝類

を除く）。ヘダイとスズキの生産量はギリシャに次ぎ 2 位、ニジマスの生産でもノルウェーに次ぎ

2 位となっている。 
  

2）養殖対象種 
 トルコの主要な養殖対象種は、ニジマス

（Oncorhynchus mykis）、スズキ（Dicentrarchus   

labrax）、ヘダイ（ Sparus aurata）であり、こ

の 3 種で養殖生産量の 95％以上を占める（図

2-2-2、表 2-2-3）。この 3 種の他に生産量が多

いものには、コイ（Cyprinus carpio）、クロマ

グロ（Thunnus thynnus）、ムールガイ（Mytilus 
galloprovinciialis）がある。 
 ヘダイ、スズキの急激な生産量の伸びによ

り、過当競争が起こり価格が低迷する危険性

図2-2-1　養殖生産量の推移
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（出典:トルコ国家統計局（TURKSTAT），2006） 

図2-2-2　養殖対象種の生産割合

(2005）

スズキ
31.5%

ヘダイ
23.4%

マス
41.7%

その他
3.4%

出典:トルコ国家統計局（TURKSTAT），2006）

図 2-2-1 養殖生産量の推移

図 2-2-2 養殖対象種の生産割合（2005） 
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があることから、養殖業者は新魚種の開発を望んでおり、MARA でも新魚種の生産を奨励してい

る。 
 現在、新魚種として試験的に養殖開発が進められているものには、地中海で、ヨーロッパレン

コダイ（Dentex dentex）、 common sea-bream（Pagrus pagrus）、common pandora（Pagellus erythrinus）、 
sharpsnout sea-bream（Puntazzo puntazzo）、white grouper（Epinephelus aeneus）、shi drum（Umbrina 
cirrosa）、striped seabream（Lithognathus mormmyrus）、 meagre （Argyyrosomus regius）、greater 
amberjack （Seriola dumerili）、黒海では、カルカン(Psetta maxima)、チョウザメ(Acipenser spp) 、
ブラウントラウト(Salmo trutta)がある。 
 

表 2-2-3 魚種別養殖生産量の推移（千トン） 

 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
マス (淡水) 42.6 36.8 33.7 39.6 43.4 48.0
コイ 0.8 0.7 0.6 0.5 0.7 0.6
マス (海水) 2.0 1.2 0.8 1.2 1.7 1.3
ヘダイ 15.5 12.9 11.7 16.7 20.4 27.6
スズキ 17.9 15.5 14.3 21.0 26.3 37.3
ムールガイ 0.3 0 0 0.8 1.5 1.5
その他 0 0 0 0 0 2.0

計 79.0 67.2 61.2 79.9 94.0 118.3

  出典:トルコ国家統計局（TURKSTAT），2006 
 

3) 養殖場 
トルコには淡水の養殖場が 1,260 カ所、汽水を含む海水の養殖場が 296 カ所、計 1,556 カ所ある

（表 2-2-4）が、これらの養殖場の 2／3 以上は小規模なニジマスの養殖場である。トルコの養殖

場の特徴の一つは年産 10 トン未満の家族経営で行われている小規模な養殖場が多いことであり、

年間の生産量は、海面の養殖場では 50～3,500 トン、淡水養殖では一般に小さく 3～1,000 トンの

範囲にある。 
 ニジマスの養殖は、ほとんどがコンクリート水槽で行われている。200～250g の商品サイズに

するのに 12～24 カ月かかる。年間 160 百万尾のニジマス種苗を生産するために、ニジマスの種苗

生産場として 120 カ所が登録されている。 
 海面魚類養殖業者はエーゲ海に面する県番号 48 のムーラ県と 35 のイズミール県に集中してお

り、この両県で登録業者数の 85％、生産量では 87％を占める（表 2-2-5）。登録業者数 300 のうち

約 60 カ所は、海岸から離れた内陸部で豊富な地下水（汽水）を汲み上げ、素掘り池を用いた生産

を行っている（図 2-2-3）。近年、50m 生け簀網十数台をセットにした全自動給餌管理方式の生産

システムを導入して、大規模に生産を行っている業者もある（図 2-2-4）。県番号 7 のアンタルヤ

県では、マグロの畜養が行われている。 
ヘダイとスズキの生産は主に海上生け簀網で行われているが、上述のとおり地下水を利用した

素掘り池で生産している養殖場もある。海上生け簀網の場合、網を張る筏には、ポリエチレンで

できた直径 16～50m の円形状のものが使用されている。一般に、2～5g の種苗を 300～400g の商

品サイズにするのに、ヘダイは 11～12 カ月、スズキは 18～26 カ月かかる。また、14 の生産場で

ヘダイとスズキの種苗を年間約 220 百万尾生産しているが、これらの養殖場の中には新魚種の種

苗生産開発を行っているところもある。 



17 

 養殖には、トルコ国内で生産された配合飼料が使用されている。トルコには家畜・家禽・養殖

魚用飼料の工場が 23 カ所あり、うち 7 ヶ所は養殖魚用飼料のみ生産している。養殖用飼料の多く

はエクストルーダーペレットである。 
 

表 2-2-4 トルコにおける養殖場 

対 象 種 養殖場数 
生産能力の計 

（トンまたは尾数／年） 
淡水 
マス 
コイ 
観賞魚 
種苗生産場（おもにニジマス） 

1,192
62

6
120

39,954t 
1,569t 

10 百万尾 
160 百万尾 

海水 
ヘダイとスズキ 
マス 
マスとスズキ 
クロマグロ 
ムールガイ 
種苗生産場（おもにヘダイとスズキ） 

276
5
7
6
2

14

75,138t 
1,750t 
1,190t 
6,300t 
1,590t 

200～250 百万尾 

出典： DGAPD Fisheries Department, 2006 
 

表 2-2-5 県別登録業者数 

数 ％ トン数 ％ マグロ
スズキ・
ヘダイ他

マス

48 MUGLA 189 63% 62,887 67% 62,887
35 IZMIR 67 22% 18,860 20% 1,600 17,260
7 ANTALYA 8 3% 5,070 5% 4,700 370
53 RIZE 4 1% 1,250 1% 1,250
52 ORDU 6 2% 1,160 1% 1,160
17 ÇANAKKALE 3 1% 1,150 1% 1,150
61 TRABZON 2 1% 1,000 1% 1,000
33 IÇEL 4 1% 600 1% 600
31 HATAY 1 0% 561 1% 561
9 AYDIN 15 5% 526 1% 526
22 EDIRNE 1 0% 100 0% 100
10 BALIKESIR 1 0% 30 0% 30

合計 301 100% 93,194 100% 6,300 84,644 2,250

県番号
登録業者 総生産能力

県　名
魚種別内訳（トン）

 

 （MARA から入手した海面養殖業者リストより作成） 
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図 2-2-3 素堀池を利用した養殖場（ボドルム近郊） 
 

図 2-2-4 自動給餌の生け簀網 
 

4) カルカンの養殖について 
 現在カルカンの種苗を生産しているのは SUMAE だけである。SUMAE では 2000 年からカルカ

ン養殖を希望する業者に余剰種苗を配付してきた（本章２－７、表 2-7-6 参照）が、養殖に成功し

たという報告はほとんどない。商品サイズまで育てて出荷したのは、県番号 17 のチャナッカレ県

にあるイダグダ社（現在は廃業）のみである。 
 イダグダ社では、陸上水槽を用い、50％／日の低換水で閉鎖循環システムを使ってカルカン種

苗の飼育を行った。飼育水温は、冷却・加温を行い 15～17℃を維持するよう努めた。途中、酸欠、
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原因不明の疾病、夏期の高水温等で多くの減耗があったが、2 年続けて約 1,500 尾ずつを 1 ㎏サイ

ズまで育て、小規模なマーケットに少量ずつ出荷した。値段は 10 ユーロ／㎏であった。9～10 月

に 5g サイズのカルカン種苗を入手し、1 ㎏サイズにするのに 14～15 カ月を要したという。 
 今回の事前調査で、養殖業者数社と意見交換を行ったが、どの業者ともカルカン養殖について

大きな関心を持っていた。業者からの主な意見は次のとおりである。 
・  至適水温・塩分濃度、飼育密度，餌等の飼育技術の情報が十分ではない。 
・  養殖の実証試験がうまくいくようであれば取りかかりたい。 
・  養殖試験を実施し、飼育技術を確立してから紹介してほしい。 
・ 毎年、確実に種苗が手に入るようなら取り組みたい。早急に 20～30 万尾程度の種苗供給体制

を作ってほしい。 
・ AKSAM では民間業者からヘダイとスズキの種苗生産を請け負っている。カルカンの種苗も   

これと同じように民間から発注し、生産してもらうことはできないか。 
 以上のように多くの業者は、関心はありながらも、トルコでのカルカン養殖の成功例がないこ

とから、リスクを冒してまで率先して取り組む姿勢は見せなかった。しかし大手業者のクルチ社

だけは実際にカルカン養殖を計画しており、同計画によれば、北エーゲ海に 1,000 トン規模のカ

ルカン生産許可を申請中で，2008 年から開始予定とのことであった。また、将来的には自前でカ

ルカン種苗を生産したいとの意向を有していた。クルチ社以外にも、上記のとおり、種苗さえあ

れば養殖試験に取り組みたいとう希望は数社からあった。 
 本プロジェクトの 終的な目標は、トルコでのカルカン養殖の普及である。そのためには、カ

ルカンの養殖環境条件を把握し、養殖試験で多くのカルカンを生産して民間養殖業者にアピール

することが重要である。また、業者からの養殖試験の希望はあるので、希望業者にカルカン種苗

を配付し、官民連携して養殖試験に取り組むことができれば、カルカン養殖の普及を早めること

が可能となろう。そのためには、種苗の供給体制をつくることが必要である。 
 
２－３ カルカンの流通状況 

(1) 流通形態 
 イスタンブールの仲買業者によれば、カルカン水揚げ量の約 80%がイスタンブールに集荷され

るという。高級魚のため、イスタンブール以外では大きな需要が望めないことがその理由とされ

ている。カルカンの 80%が黒海で漁獲されており、その主な水揚げ港は黒海沿岸のリゼ、トラブ

ゾン、サムスン等である。 
 

(2) 漁獲時期と禁漁期 
 産卵期である 5 月 1 日から 6 月 30 日までが禁漁期となる。禁漁明けから漁獲が始まるわけでは

なく、主に 12 月から 4 月が漁期である。漁獲サイズは 40cm 以上と規定されている。漁獲量は 3
月がピークとなり、値段は漁獲量に反比例して推移する。平均卸売り価格は 1kg サイズで

10-15YTL/kg、2kg アップで 30YTL/kg 程度である。小型サイズは厚みがなく肉が少ないため、値

段が安い。イスタンブールの小売店・レストランでの末端小売価格を調査したところ、40～
65YTL/kg の高価格であった。また、トラブゾンの地方小売店ではニジマス単価 1.5kg サイズ

6.8YTL/kg に対し、カルカンは 40～50 YTL/kg であった。 
 

(3) カルカンの流通経路 
 聞き取り調査の結果、カルカンの流通経路は図 2-3-1 の通りであった。搬送形態は、発泡スチロ
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ール箱に氷詰めされ、専用トラック又はバス便の小荷物として搬送される。 

  

漁船

消費地販売代理人

卸売業者

小売業者

消費者

レストラン

生産地販売代理人

自家消費

 

 
 
(4) 漁獲量  
トルコではカルカンは 1 尾 3～4kg が一般に出回る標準サイズであったが、 近では大型魚が少

なくなり、2kg でも大きいと言われるようになってきている。天然魚の漁獲は年々減少傾向にあ

り、その漁獲量は以下の通りである。水産物の漁獲海域は統計上 5 区に区分されるが、表 2-3-1
に示すとおり、黒海での漁獲量が約 80%を占め、地中海では漁獲されない。なお黒海東部、西部

の境界線は黒海に半島状に突き出たスノプ県を境とする。 
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図 2-3-2 トルコにおける天然カルカンの漁獲量推移（1965－2005 年） 

（出典：Fishstat Plus、SU ÜRÜNLERİ EKONOMİSİ (2003, 2004, 2005) TARIMSAL  
ÜRETİM VE GELİŞTİRME GENEL MÜDÜRLÜĞÜ）   

図 2-3-1 カルカンの流通経路 
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表 2-3-1 地域別カルカン漁獲量推移 

 2003 年 2004 年 2005 年 3 年 
区分地域 トン ％ トン ％ トン ％ 平均％ 

1 黒海東部  93 (31.0) 116 (30.9) 275 (42.4) (36.5)
2 黒海西部 126 (42.0) 158 (42.0) 273 (42.1) (42.1)
3 マルマラ海  78 (26.0)  98 (26.1)  93 (14.3) (20.3)
4 エーゲ海   3 ( 1.0)   4 ( 1.0)   8 ( 1.2) ( 1.1)
5 地中海   0   0   0  

合計 300  (100) 376  (100) 649  (100)  (100)

出典：SU ÜRÜNLERİ EKONOMİSİ (2003, 2004, 2005)TARIMSAL ÜRETİM VE GELİŞTİRME GENEL 
MÜDÜRLÜĞÜ   
 

 

図 2-3-3 トルコの漁獲海域 
 

表 2-3-2 近年の天然カルカンの卸売単価推移 

年 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 

水揚量(t) 1,870 2,700 2,455 459 300 376 649
US$/kg 7.6 5.6 4.1 5.1 8.4 12.7 －

出典：SU ÜRÜNLERİ EKONOMİSİ (2003, 2004)TARIMSAL ÜRETİM VE GELİŞTİRME GENEL 
MÜDÜRLÜĞÜ   
 
２－４ 水産開発戦略と実際の取り組み 

(1) 養殖魚の消費動向 
EU15 ヵ国の水産物消費量が 24.5kg／人･1999 年（Fisheries Yearbook 2003）であるのに比べ、ト

ルコの消費量は 7.2k／人･年（Turkstat,Fishery Statistics,2005）と少ない。しかし、数年前は養殖ス

ズキ･ヘダイの 80%が輸出されていたにもかかわらず、現在スズキ･ヘダイの 50%、マスの 33%が

輸出されていること、人口が 1.5%／年で増加し、国民所得も 2002 年 US$2,510 から 2006 年には 2
倍強の US$5,400 と増加していること、更に養殖魚の生産量が全漁獲量の 20%を超えるまでに増加

していることなどから、養殖魚の国内消費量は増加傾向にあることがうかがわれる。

1 
2 

4 

5 

3 
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(2) 養殖開発の戦略 
天然魚が過剰漁獲と環境汚染の圧迫を受けていることから、養殖振興の必要性は更に高まって

いる。トルコ政府は次のような戦略を掲げている。 
 増加する国民の魚食消費量を支えると同時に、輸出需要に応える。 
 合理的な自然環境資源の利用、レジャー漁業・観賞魚生産を促進する。 
 資源保護・維持のための放流事業（カルカン、黒海サーモン、チョウザメ、コイ等）を

促進する。 
 国内水産市場の安定化を図る。 

 
(3) 養殖開発の管理体制 

責任機関である農業村落省（MARA）農業生産開発総局（TÜGEM；図 2-4-1 組織図の「DG 
Production & Development」参照）では職員 27 名体制で養殖開発の管理に取り組んでおり、海面養

殖部（Mariculture Section）、内水面養殖部（Freshwater Aquaculture Section）、養殖経済･市場部

（Fisheries Economic Section）の 3 部門と、全国 81 県にある支所、及び農業研究総局（TAGEM；

図 2-4-1 組織図の「DG Research」参照）下の 4 つの水産研究所と連携して、次の業務に当たって

いる。 
① 養殖開発政策の作成・促進 
② 養殖地域・地区・場所の指定 
③ 養殖場所の貸出し手続きの管理 
④ 許可手続きの管理と養殖許可書の発行 
⑤ プロジェクトの実施と準備 
⑥ 養殖場の監督・監視 
⑦ 技術・財政支援 

 

SUMAE 

図 2-4-1 MARA 水産部門 組織図 



23 

(4) 養殖開発の具体的取組み 
 1) 漁業法と養殖規則 
  養殖活動の主たる法的根拠は「漁業法 1380」（1971 年）である。 

同法 13 条は、「養殖事業開始を希望する者は、その場所・施設管理・施設の特性事項を MARA
に申告し、事業計画を提出し、MARA より事業許可を受ける」ことを義務付けている。同法に

伴う各種手続き等には、2004 年に公布された養殖規則が適応される旨記されており、養殖業者

及び養殖業希望者は同規則に従わなければならない。 
養殖規則が規定する項目は以下の事項である。 
① 内水面・海面養殖の場所の選定 
② 養殖許可の妥当性・評価の手続き 
③ プロジェクトの承認と許可書の発行 
④ 生産能力・種類の改善、事業の閉鎖、場所の変更、施設の売却 
⑤ その他の養殖活動（マグロ蓄養、有機養殖、集約システム） 
⑥ 親魚・卵・稚魚の輸入 
⑦ 技術スタッフ雇用の義務付け 
⑧ 魚病管理 
⑨ 環境への影響と対策 
⑩ 養殖活動の監督･監視 

   養殖許可証は通常 1 年で発行され、海面生簀の海面使用期限は 長 15 年であるが、政府側か

らの申し入れにより短縮することも可能とされている。 
環境影響評価（EIA）は養殖年間生産量が 30－1,000 トン規模の養殖場で必要とされるが、必

要の有無は各県の委員会で決定される。1,000 トン以上の生産を目指す養殖場では環境影響評価

報告書を提出する義務がある。 
 
2) 養殖規則（29 June 2004-25507） 
第 8 章 環境影響評価・保護 

環境影響評価・保護に関する条例 
第 22 条 ：養殖場における環境影響評価及び環境保護に関する取り決めは以下の通りである。 

① 環境影響評価規則に関連する予知項目の遵守が養殖事業に要求される。 
② 事業者は環境保護手段を講じることが義務付けられている。即ち、養殖場から出る廃 棄

物を水圏に投棄してはならない。また、水質を汚染するものや、環境及び一般人・漁業

者の健康にダメージを与えるものを使用してはならない。 
③ 養殖活動によって景観が損なわれてはならない。また、餌袋や廃棄物は適切に処理する。

陸上建造物は環境に調和したものとする。 
④ 養殖魚が自然界に流出しないよう十分な対策を取る。 
⑤ 陸上養殖施設から排出された水塊は漁業規則に決められた基準値を満すことが求められ

る。そのため、必要な処理システムを構築することとする。 
⑥ 現在処理システムを持たない企業は、処理システムを含む計画に設計変更する必要があ

り、新しい設計明細書を付して担当支所に申請書を提出し、許可を得ることとする。こ

れら作業は本規則導入後 1 年以内に実行されることとする。 
 
２－５ 実施機関の状況 

(1) 地中海水産研究・生産・研修センター (AKSAM)の組織概要 
  本プロジェクトは AKSAM が実施機関となる。 

1) 組織および人員体制 
AKSAM は地中海に面したアンタルヤ県に位置し、ケペスで内水面養殖研究、及びベイメリ

ックで海面養殖研究を行う総合水産研究所である。ケペスには養殖技術者 12 名、漁業技術者 1
名、農業技術者 6 名、獣医 1 名、生物学者 5 名、化学者 1 名、飼育担当者 6 名の合計 32 名の専
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門スタッフが勤務している。また、本プロジェクトが実施されるベイメリックでは所長 1 名、

副所長 2 名の他、養殖技術者 9 名、農業技術者 3 名、獣医 2 名、生物学者 1 名、飼育担当者等

9 名の合計 27 名の専門スタッフが働く。ベイメリックの主任は大学修士課程卒業後、16 年の実

務経験を有し、かつベイメリックに 12 年間勤めている。 
ベイメリックではヘダイ、スズキの親魚飼育採卵から初期餌料の培養、種苗生産、種苗販売

までを行っており、技術的に高いレベルにあり、安定した活動を行っている。 
AKSAM の組織図を以下に示す。  

 

所長
（Dr. Yilmaz Emre）

マーケテイング
Marketing Unit.

人材養成・出版
Training & Publication

発生・遺伝
Genetic

副所長(管理)
Administrative Vice Director

会計事務
Accountancy of Revolving

Fund

保守安全
Unit of Guard & Security

生態系監視・分析
Ecosystem Monitor &

Analysis

養殖・保全増進
Aquaculture & Stock

Enhancement
(Mr. Isa Teksam)

ケペス（Kepez）
(Mr. Veli Kocadag)

ベイメリック（Beymelyk ）
(Mr.Salih Kocakaya)

副所長(技術)
Technical Vice Director

漁業・加工
Fishery & Processing

    
図 2-5-1 AKSAM の組織図 

 
プロジェクトは、Yilmaz 所長の下で養殖・保全増進部の Isa Teksam 副所長、Salih Kocakaya 主任

が中心となって実施され、ケペスの各研究部署がこれに協力する。本節末の表 2-5-9、10 に Isa 
Teksam 副所長より提出されたスタッフの経歴概略を示す。 

 
2) 予算規模 
AKSAM は農業生産開発総局の管轄機関であり、MARA から配分される国家予算により運営さ

れる。この予算に加え、種苗生産、調査漁獲による売上の還元金、EU の機関からの補助金、国内

支援機関からの補助金などで活動資金が賄われている。 近 5 年間の予算及び収入を以下に示す。 
 

表 2-5-1 近年の予算とその他収入 

 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 

（単  位） 百万 TL 百万 TL 百万 TL YTL YTL 

事務所経費   26,798.50   47,716.25   23,511.55   96,202.09   81,429.59

施設設備費  273,010.71  136,953.15  365,159.60  322,546.95  515,666.00

予   算 

合   計  299,809.21  184,669.40  388,671.15  418,749.04  597,095.59



25 

 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 

（単  位） 百万 TL 百万 TL 百万 TL YTL YTL 

還 元 金 313,498.00 352,700.00 448,128.00 1,068,690.00 1,262,289.00

海外補助金 － － － － 40,250.50

その他収入 

国内補助金＊ 2,890.00 3,483.50 － 7,788.00 12,212.00

 合   計 316,388.00 353,183.50 448,128.00 1,076,478.00 1,314,751.50

＊Scientific & Technological Research Council of Turkey よりの補助金 
出典：AKSAM 宛質問票回答 

 
3) 研究活動状況 

現在の研究活動状況を次表に示す。 
 

表 2-5-2 近年の研究活動 
プログラム／プロジェクト／活動 
○ ベイメリック周辺に棲息するクマエビの人工養殖の調査 
○ トルコ山岳部に棲息するマス（Salmo trutta macrostigma）の遺伝形質の研究 
○ ヨーロッパウナギのトルコ地中海沿岸における摂餌環境と、天然種苗の人工飼育利用研究 
○ アルテミアの素掘り池での養殖可能性の研究 
○ 鏡コイ稚魚飼料に与える家禽残渣ミールの成長試験研究 
○ 地中海沿岸地区におけるニジマス養殖の病気、技術、経済調査 
○ ニジマス、ヘダイ飼料への添加物消化酵素、飼料効率及び環境汚染の研究 
○ 日照調整によるニジマスの採卵時期の調整研究 
○ 鏡コイ、ニジマスへの混合飼料実用試験研究 

 出典：AKSAM 宛質問票回答、及び AKSAM 資料  
 
(2) 研究所の養殖の実績 
 ベイメリックではスズキ、ヘダイの種苗生産を行い、ムーラ県ボドルム地区の海面養殖業者に

販売している。また、ケペスではニジマス、コイ、観賞魚を種苗生産し、販売・放流している。

養殖活動の時期及び実積は以下の通り。 
 

表 2-5-3 種苗生産販売時期 
 

通常生産型

後期生産型

早期生産型

9月 10月 11月 12月5月 6月 7月 8月1月 2月 3月 4月

採卵・種苗生産

採卵・種苗生産

採卵・種苗生産

種苗販売1～2ｇ

種苗販売1～2ｇ

種苗販売1～2ｇ  
 
出典：Salih Kocakaya 主任より聴取 

 
 

表 2-5-4 生産販売数           （単位：千尾） 
研究所 ベイメリック ケペス 
魚  種 ヘダイ スズキ ニジマス コイ 観賞魚 
年 種苗数 種苗数 種苗数 成魚数 放流数 販売数 生産数 販売数 

2002 235 500 517 89 5,500 340 273 118
2003 420 255 766 63 5,920 588 296 288
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研究所 ベイメリック ケペス 
魚  種 ヘダイ スズキ ニジマス コイ 観賞魚 
年 種苗数 種苗数 種苗数 成魚数 放流数 販売数 生産数 販売数 

2004 1,005 － 590 49 6,000 483 145 382
2005 4,002 389 450 61 6,000 747 461 413
2006 2,743 240 700 36 6,000 631 513 230

出典：Isa Teksam 副所長より聴取 
 
(3) AKSAM の施設機材概要 
  本機関は沿岸養殖の普及を支援する養殖開発センターでもあったことから、種苗生産施設・機

材はもとより、研修・訓練に必要な会議室・講義室・宿泊・食堂・休息施設が広い敷地内に完備

されている。AKSAM より提供された資料を基にまとめた建物・施設・現有機材一覧表、及び上

空写真・施設配置図を以下に示す。 
 

1) 建物施設： 
表 2-5-5 AKSAM 建物一覧 

区 分 名  称 規  格 数  量

A- 事務棟 350ｍ2  

実験研究室（整備中） 58 m2  

B- 孵化施設 1,200 m2  

実験研究室 23 m2  

C- 池面積 1,800 m2  

D- 作業所 720 m2  

E- 研修棟 3,000 m2 (含む宿泊 70 室)  

建  物 

F- 官 舎 32 家族分  

 
表 2-5-6 AKSAM 施設一覧 

区 分 名  称 規  格 数  量
A- 親魚養成 FRP タンク 直径 4m、 深 1.6m 6 

直径 4m、 深 1.2m 5 B- 幼生 FRP タンク 
直径 4m、 深 1.4m 5 
直径 2-3m、深 1.7m 18 
直径 4m、 深 1.6m 14 

C- 飼育 FRP タンク 

直径 5m、 深 1.6m 14 
D- その他   

様々な大きさの FRP タンク 500L～5m3  
コンクリート池 直径 6m、 深 1.1m 21 

施 設 

E- 餌料培養タンク 2～3m3 12 
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図 2-5-2 に AKSAM の敷地を示した。図 2-5-3 の水色で示したタンク 3 列がカルカン

養殖に使われる予定であり、また Trial Unit の表記のある箇所にカルカンの実験飼育

を行う小型タンクが設置される計画である。  

 

 2) 機材  

  現在、実験研究室を整備中であり、必要機材も順次設置予定であるが、新規に揃

える必要のある機材は多くない。  

 

表 2-5-7 AKSAM 機材一覧  

数 量  
 機 材 名  

ベイメリック  ケペス

1 顕微鏡 Microscope 5 3 

2 塩分計 Salinometer  (SCT) 0 2 

3 電動温度計 Elektronic thermometer 1 0 

4 分光計 Spectrofotometer 1 1 

5 溶存酸素計 Oksigenmeter 2 3 

6 水素イオン測定器 PH meter (PINPOINT) 2 1 

7 照度計 Luxmeter  2 0 

8 純水製造器 Pure water machinery 2 0 

9 水質分析装置 Water quality and control device 1 0 

10 プランクトンネット Plankton nets 1 0 

図 2-5-3 魚類生産施設  図 2-5-2 全体上空写真  
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数 量  
 機 材 名  

ベイメリック  ケペス

11 Secci-disk 1 0 

12 Etuv 1 2 

13 垂直引きプランクトンネット Plankton net (vertical) 0 1 

14 乾燥器 Desicator 0 2 

15 Pastor oven 0 1 

16 Elektroshock device 1 0 

17 乾燥器 Dry cabinet 0 1 

18 切片作成器 Microtome 0 1 

19 紫外線殺菌装置 UV sterilazator 1 0 

20 自動分抽装置 Pipet device (automotic) 2 6 

21 Ash oven 0 1 

22 計数器 Counter (for coloni) 0 2 

23 培養器 Incubator 0 1 

24 撹拌器 Shaker, IKA,VR 1 1 

25 MH. 8523 Wacks dispensor 0 1 

26 パラフィン槽 Paraffin bath (8513) 0 1 

27 パラフィン乾燥器 Dryer for paraffin (MH. 6616) 0 1 

28 遠心分離器 Centrifuge 0 2 

29 流水計 Hydrobios Floumetre    0 1 

30 Screen-shaker 0 1 

31 
振 と う 器 付 恒 温 水 槽 Water bath  (with 

cooling-circulating) 
0 2 

32 磁石撹拌器 Manyetic shaker 1 0 

33 分析用秤 Analitic balance 0 1 

34 殺菌釜 Autoclove 0 2 

35 ELISA プレートリーダー  Microplate ELISA Reader 0 1 

36 冷却器付遠心分離器 Centrifuge (with cooling) 0 1 

37 ナンゼン採水器 NANSEN Bottle 0 3 

38 Shaloma Gloor (cutter with okxgen) 0 1 

39 蒸発乾燥器 Evaporator 0 1 

40 実験秤 Laboratory balance (650) 0 4 

41 ペレット製造機 Pellet feed machinery (50 kg/hour) 0 1 

42 粉砕機 Mincer  0 1 

43 分抽器 Dispenser (20-100 ml) 0 10 

44 GPS Trimble Scoot Master 1 1 

45 視覚装置 Visiual measurement device 0 1 
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数 量  
 機 材 名  

ベイメリック  ケペス

46 膜ろ過器材 Membran filtre device (tri channel) 0 1 

47 真空ポンプ Vacuum pomp 0 1 

48 混合器 Blender 1 0 

49 
顕 微 鏡 写 真 Attachment of photomicroscope with 

automatic 
0 1 

50 均一撹拌器 Homogenizator 0 1 

51 殺菌装置 Disinfection unit (with ultra-violet) 0 7 

52 窒素分析器 Nitrogen analyzer (Kjeldahl system) 0 1 

 出典： Isa Teksam 副所長より聴取  

 

3) 取水能力  

【現状】  

海水温度は 15－32℃で季節変動する。1 月～2 月にかけて 低水温となり、8

月～9 月に 高水温を記録する。溶存酸素は 7－8mg/L、pH は 8、塩分濃度は 38

－39‰であり、地中海より毎時 180 ㎥を取水している。  

また、1.4km 離れた湧水地から汽水を毎時 160 ㎥取水し、更にこの湧水池から

下流に 500m 下った地点から毎時 35 ㎥の汽水を取水可能となっている。  

【計画】  

現在毎時 35 ㎥の汽水を取水している地点に新たに取水口を設けることで、カル

カン養殖に必要な水量を毎時 260 ㎥確保する旨、MARA 及び AKSAM より合意を

得た。  

 

4) 今後の設備計画  

   次章 3-8 にて詳述する。なお、今後の補強工事計画については別添資料「AKSAM

補強工事（案）」を参照。  

 

(4) アンタルヤ地区の気象・自然条件  

降雨量は年間 600mm 程度と少なく、5 月～9 月が乾期となり、ほとんど雨は降らな

い。夏季の 高気温は 40℃になり、年間晴天日は約 200 日で日照時間も 6,000 時間に

及ぶ。年に 1～2 回暴風雨があり、この時汽水が若干濁るため、ろ過する必要が生じる。  
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図 2-5-4 アンタルヤ地区の気温・降水量平均  

出典：1975 年～2006 年の月別平均値、 Isa Teksam 副所長より  
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図 2-5-5 アンタルヤ地区他平均海水温  

 

アンタルヤ：AKSAM が位置する地区  

ボドルム：スズキ･ヘダイの養殖が盛んな地区  

チャナッカレ：民間養殖業者によるカルカン養殖実績のある地区  

トラブゾン：SUMAE が位置する地区   

出典：Turkey’s Statistical Yearbook 2005（ JETRO 図書館）より作成  

 

 過去 10 年の M5.0 以上の地震発生状況を以下表 2-5-8 に示した。1999 年にトルコ北

西部で起きたイズミット地震（M7.8）では死者 1.7 万人、負傷者 4.4 万人、また、デ
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ュズジェ地震  (M7.5)では死者 818 人、負傷者 5 千人を数えた。しかしプロジェクトサ

イトのあるアンタルヤ県では、過去記録のある限り、M5.0 以上の地震は起こっていな

い。  

 

表 2-5-8 地震発生（M5.0 以上）の回数  

年  ‘96 ‘97 ‘98 ‘99 ‘00 ‘01 ‘02 ‘03 ‘04 ‘05 

回数  1 1 2 4 2 1 1 5 6 10 

出典：Turkey’s Statistical Yearbook 2005 より作成  

 

(5) AKSAM スタッフの経歴概略  

 

表 2-5-9 Beymelek のスタッフ  
 

Name Position Graduation Speciality 
Work in 
Fisheries 
(years) 

Work in 
AKSAM 
(years)

1 Dr.Yılmaz 
EMRE 

Dırector Post 
graduate 

Productıon of fresh 
water fısh 30 18 

2 Rızvan 
SÜYEK 

Deputy 
Director 

Master Fısh health 14 12 

3 
İsa TEKŞAM Deputy 

Director 
Master Larval rearıng, 

Hatchery 
management 

16 12 

4 Devlet 
FEDAKAR 

Agriculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Phytoplankton 9 5 

5 

Salih 
KOCAKAR 

Aquaculture 
Engineer 

Master Phytoplankton 
Larval rearıng, 
Hatchery 
management 

14 12 

6 Murat ŞANLI Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Larval rearing, 
Brood stock 12 5 

7 Çetın SÜMER Aquaculture 
Engineer 

Master Lagune management 6 3 

8 Hıkmet 
ERTEKİN 

Agriculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Larval rearing 10 5 

9 Abdullah 
DEMİR 

Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Zooplankton 9 3 

10 İsa AYDIN Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Plankton 12 12 

11 Gülcıhan 
BAKAN 

Agriculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Larval rearing, 
Zooplankton 10 2 

12 Zafer 
AKPINAR 

Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Larval rearing, 
Zooplankton 14 2 

13 Talıp ÖZGEN Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Larval rearing 10 3 

14 Erol ÖZTÜRK Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Larval rearing 10  

15 Levent 
ÖZKAN 

Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Brood stock
management 7 2 
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Name Position Graduation Speciality 

Work in 
Fisheries 
(years) 

Work in 
AKSAM 
(years)

16 Abdurrahman 
TAŞDEMİR 

Veterinarian Master Fish health 9 1 

17 Nurgül 
DEDEBALİ 

Veterinarian Master Fish health 1 1 

18 Baha ENHOŞ Biologist Under 
graduate 

Larval rearing 14 11 

19 Necatı DIKEÇ Laboratory 
assistant 

High school In hatchery 9 9 

20 Ahmet Şükür 
ÇİLİGİR 

Technician High school In hatchery 13 2 

21 Recep 
ÖZDEMİR 

Technician Under 
graduate 

In hatchery 26 9 

22 Adem 
KURTOĞLU 

Technician Under 
graduate 

In hatchery 9 9 

23 Taner 
BEYHAN 

Technician High school In hatchery 9 9 

24 Hasan KATAŞ Technician High school In hatchery 7 7 

25 Duralı 
ERASLAN 

Technician Under 
graduate 

In hatchery 7 7 

26 Kemal 
ALTINTAŞ 

Technician High school In hatchery 7 7 

27 Besna ÖZGEN Technician High school In hatchery 10 3 
 

表 2-5-10 Kepez のスタッフ  

 Name Position Graduation Speciality 
Work in 
Fisheries 
(years) 

Work ın 
AKSAM 
(years) 

1 Aslıhan 
POLATĞLU 

Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Phytoplankton 18 18 

2 Dr.İsmet 
BALIK 

Aquaculture 
Engineer 

Post 
graduate 

Byology of fisheries 18 2 

3 Velı 
KOCADAĞ 

Agriculture 
Engineer 

Master Productıon of fresh 
water fısh 22 13 

4 Ahmet MEFUT Veterınarıan Master Fısh health 18 8 

5 Mahır 
KANYILMAZ 

Agriculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Productıon of fresh 
water fısh 18 16 

6 Hüseyın 
SEVGİLİ 

Agriculture 
Engineer 

Master Feed of fish 14 14 

7 Soner SEEZEN Agriculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Oryantal fish 14 7 

8 Dr.Uğur Yücel 
KESİCİ 

Biologist Post 
graduate 

Ecosystem 16 2 

9 Dr.Mehmet 
AYDIN 

Fisheries 
Engineer 

Post 
graduate 

Fisheries 12 2 

10 Muharrem 
GÖNCÜ 

Agriculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Genetic 28 6 
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 Name Position Graduation Speciality 
Work in 
Fisheries 
(years) 

Work ın 
AKSAM 
(years) 

11 Ferıt Yusuf 
TAMER 

Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Fisheries 14 12 

12 Süleyman 
ÖZTÜRK 

Aquaculture 
Engineer 

Master Productıon of fresh 
water fısh 14 2 

13 D.Aytuğ 
OSKAY 

Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Fisheries 20 6 

14 Adıl 
YILAYAZ 

Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Productıon of fresh 
water fısh 9 5 

15 H.Özgür 
YEŞİLÇİMEN

Aquaculture 
Engineer 

Master Fesh water 6 4 

16 İsmaıl DAL Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Oryantal fish 16 4 

17 Süleyman 
SARIGÖZ 

Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Oryantal fish 13 5 

18 Güler YAŞAR Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Ecosystem 9 4 

19 Fılız KİŞTİN Aquaculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Ecosystem 15 6 

20 Serkan 
ERKAN 

Agriculture 
Engineer 

Under 
graduate 

Productıon of fresh 
water fısh 7 3 

21 Nesrın EMRE Biologist Under 
graduate 

Fish health 12 2 

22 Mehmet Alı 
Turan KOÇER

Aquaculture 
Engineer 

Master Ecosystem 14 1 

23 Ramazan 
UYSAL 

Chemist Under 
graduate 

Chemistry 2 2 

24 Sadıl 
BÜYÜKKURT

Technician High 
school 

Asistant staff 28 23 

25 Şakır EGE Technician High 
school 

Productıon of fresh 
water fısh 16 8 

26 Salıh DOĞAN Technician High 
school 

Asistant staff 23 23 

27 Yaşar 
BOZKURT 

Technician High 
school 

Asistant staff 23 23 

28 Mustafa UĞUR Technician High 
school 

Asistant staff 23 23 

29 Dr.Banu 
YALIM 

Biologist Post 
graduate 

Ecosystem 10 1 

30 Uysal 
YILMAZ 

Biologist Master Ecosystem 1 1 

31 Abdülkerım 
AKSOY 

Biologist Master Histology, Sitology, 
Embfiology 1 1 

32 Fevzı 
KARDEŞ 

Technician High 
school 

Asistant staff 14 1 

 

２－６ 関連機関の状況と連携可能性 

本プロジェクトは、地中海に面したアンタルヤ県ベイメリックに位置する AKSAM

が実施機関となる。養殖対象魚であるカルカンの種苗は黒海に面するトラブゾン県の
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トラブゾン中央水産研究所（ SUMAE）より供給される。関連協力機関であるこの

SUMAE の状況と、実施機関である AKSAM との連携可能性について、以下に述べる。

なお、研究スタッフの経歴概略を表 2-7-7 に示した。  

 

(1) SUMAE の歴史  

SUMAE の前身であるトラブゾン水産研究所（Trabzon Fisheries Research Institute）

は 1987 年にトルコ農業村落省（MARA）農業研究総局（TAGEM）の下部組織の地方

研究所として設立された。1998 年に中央研究所に昇格して国全体を対象とした研究機

関となり、名前も中央水産研究所（Central Fisheries Research Institute）に変わった。

1997 年 4 月、 JICA は SUMAE において 5 年間の「黒海水域増養殖開発プロジェクト」

を開始した。同プロジェクト終了後の 2002 年 4 月より 2 年 6 ヵ月のフォローアップ協

力を実施し、2004 年 10 月に終了した。さらに、2004 年 11 月から新たに「黒海カレイ

持続的種苗生産技術開発プロジェクト」を開始し、2007 年 1 月まで実施した。  

 

(2) 技術移転の内容  

これまでの 10 年間にわたる日本からの協力において、報告書に挙げられている移

転技術実績は以下の通りである。この間のトルコ側の C/P は 16 名にのぼり、うち現

在も 11 名は SUMAE で勤務し、数名は MARA 関連機関で働いている。  

 

表 2-6-1 技術移転の内容  

プロジェクト名と期間  移転された技術内容  

○1997 年 4 月～2002 年 4 月  

（5 年）  

黒海水域増養殖開発計画  

①天然親魚からの実用的な採卵技術  

②種苗 100mm サイズ、1 万尾の生産技術  

③生物餌料の安定培養と栄養強化方法の確

立  

○2002 年 4 月～2004 年 10 月  

（2 年 6 ヵ月）  

黒海水域増養殖開発計画 F／U 協力  

①養成親魚からの孵化技術の開発  

②稚魚･幼魚の飼育技術の確立  

 

○2004 年 11 月～2007 年 1 月  

（2 年 3 ヵ月）  

黒海カレイ持続的種苗生産技術開発  

①VHSV の伝染パターンの解明  

②VHSV フリーの種苗生産の確立  

③ヘダイ･スズキに対する VHSV の攻撃性

の解明  

④PCR 法による VHSV 同定の手法技術  

⑤水腫の発生原因の絞込み  

 

また、本邦から派遣された専門家は長期 7 名、短期 16 名であり、指導分野、派遣

期間は表 2-6-2 の通りである。  
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表 2-6-2 派遣専門家の専門分野と派遣期間  
年 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07

短期

 1. 施設設計等

 2. 分類学

 3. 幼生生活史、業績発表

 4. 飼料開発、親魚養成、マニュアル編集

 5. 幼生形態・生態学

 6. 飼育基本設計

 7. 栄養強化、分析

 8. 管理

 9. 管理、調査

10. 魚病

11. 魚病対策

12. 養殖経済調査

13. 栄養

14. 飼料開発

15. 養殖開発

16. VHSV対策

長期

 1. ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ、親魚養成

 2. 業務調整

 3. 飼料開発、業務調整

 4. 種苗生産

 5. 種苗生産

 6. 飼料開発、栄養、業務調整

 7. 種苗生産、魚病  
 

(3) SUMAE の状況  

 2007 年 4 月現在、養殖 16 名、漁業 10 名、魚病 5 名、出版教育他 5 名、生態 4 名、

発生遺伝 2 名の技術職 42 名と、事務職･作業員 60 名余で構成される。  

上記 8 研究部門にて、全国を対象とする研究機関として、次のような活動が行われて

いる。なお、以前あった生産管理部（生産と市場取引、生産プロセス、技術アドバイ

ス等）は現在はなくなっている。  

 

表 2-6-3  SUMAE の研究部門別業務内容  

 部 門 名  業  務  内  容  

1 育種遺伝部  育種、交雑、バイオテクノロジーおよび遺伝子の保護等  

2 水産生物、水

産技術部  

資源調査、資源動態、魚類生物学、水産技術、漁業生産および生

産技術等  

3 環境部  海洋観測、湖沼観測、環境要因等  

4 養殖部  海水魚養殖、淡水魚養殖、水産増殖技術、順化等  

5 魚病部  細菌、ウイルス、寄生虫、真菌、魚病診断、防疫等  
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 部 門 名  業  務  内  容  

6 企画計画部  プロジェクトの立案企画、データベース化、経済性分析、統計等

7 普及広報部  研究者・著者のトレーニング、研究者会議の開催、研究結果の公

表、出版・図書等  

8 管理部  行政管理、職員管理、会計、機材保管、警備等  

出典：SUMAE HP 及び SUMAE 職員より聴取  

 

(4) カルカン種苗生産と配布実績  

 2004 年種苗生産初期にウイルス性疾病が発生し、孵化仔魚が大量斃死したため、こ

れ以降は、ウイルス対策を第一とする方針が採られた。従って表 2-6-4 に示すように

種苗生産数は下降した。  

SUMAE はこれまで、カルカン養殖振興の目的で、生産したカルカン種苗を養殖民間

企業、大学等へ供給してきた（表 2-6-5 参照）。今後、本プロジュクトの立ち上げを機

に、民間養殖業者への種苗配布を十分に賄える量の生産計画が望まれる。また、十分

な追跡調査も期待される。  

 

表 2-6-4 カルカン種苗生産実績  

年  1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 

尾 数  8,000 14,000 27,000 14,000 139,000 70,000 4,950 28,331 10,728

体長 cm 10 2 10 10 10 10 5 5 10 

出展：SUMAE 質問票の回答  

 

表 2-6-5 カルカン種苗配布数実績  

年  2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 合計  

尾   数  7,000 5,450 82,500 77,400 8,700 －  8,500 189,550

出展：SUMAE 質問票の回答  

注）生産数と配布数とは年度がまたがるため一致しない。  

 

表 2-6-6 カルカン種苗配布先別実績  

 名    称  所 在 地  時 期  尾 数  

1 AKSAM Beymelek－Antalya Mar.2004 4,200

2 AKVATUR Milas－Mugla Mar.2001 

2003 

1,000

5,000

3 ALTASLAR GIDA Persembe－Ordu Nov.2000 

Mar.2001 

1,000 

700

4 CFRI BROODSTOCK UNIT Trabzon Feb.2001 

Oct.2003 

800

600

5 CFRI RESEARCH UNIT Trabzon Sep.2000 3,000
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 名    称  所 在 地  時 期  尾 数  

Feb.2001 750

6 FERIT CECELI Giresun 2003 15,000

7 IDA-GIDA Çanakkale Sep.2000 

Sep.2002 

Oct.2003 

Nov.2003 

Mar.2004 

2,000

52,500

20,000

31,200

4,500

8 LBRAHIM BAYRAKTAR Milas－Mugla Dec.2003 3,000

9 KARAOGLU Rize     2002 30,000

10 KILIC Milas－Mugla Nov.2006 8,000

11 KTU UNIVERSITY Surmene－Trabzon Dec.2003 

Dec.2006 

1,000

500

12 OZ KAFES Rize Nov.2000 

Mar.2001 

1,000

700

13 PINAR Izmir     2003 1,000

14 SINOP UNIVERSITY Sinop Dec.2003 600

15 VONA BALIKCILIK Persembe－Ordu Feb.2001 1,000

16 ZAMAN BALIKCILIK Pazar－Rize Mar.2001 500

 合   計    189,550

出典：SUMAE 質問票の回答  

 

(5) SUMAE のプロジェクトに対する連携体制  

 以上述べてきたとおり、SUMAE では 10 年間におよぶ日本の協力により、カルカン

の採卵技術、孵化技術、稚魚･幼魚の飼育技術が確立され、VHSV フリーの種苗生産が

可能となった。また、これら技術を指導できる複数のトルコ人研究職員も育成された。

このことから、MARA、SUMAE、AKSAM の間では、SUMAE 職員の AKSAM への出

張指導、及び SUMAE での AKSAM からの研修生受け入れについて協議が行われてき

た。  

事前調査団を含めた今回の協議の中で、こうした技術研修を実行することがトルコ

側の投入項目として確認された。  

 

(6) SUMAE 研究スタッフ  

次表 2-6-7 に SUMAE の研究スタッフの経歴概略を示す。  
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表 2-6-7 研究スタッフ経歴概略  

Work in Work in
Fisheries SUMAE

1 Atilla ÖZDEMİR Director Aquaculture Doctorate 19 years 3 years
2 Adnan ERTEKEN Researcher Aquaculture Undergraduate 17 15
3 Ali ALKAN Researcher Chief Ecology M.S. 15 15

4 Ali CANKAYA Researcher Training &
Publication M.S. 30 7

5 Atila HAŞİMOĞLU Researcher Aquaculture Undergraduate 10 7

6 Bayram ZENGIN Ass.Researcher Ecology Technical
H.School 15 15

7 Bilal AKBULUT Researcher Aquaculture Doctorate 24 20
8 Binnur CEYLAN Researcher Aquaculture M.S. 18 1

9 Burak OZKAN Ass.Researcher Training &
Publication Undergraduate 8 8

10 Cennet ÜSTÜNDAĞ Researcher Aquaculture M.S. 19 19
11 Devrim Selim MISIR Capitan Research Vessel Undergraduate 7 7
12 Dilek Goktopal FIDAN Ass.Researcher Ecology Undergraduate 1 1
13 Ercan KÜÇÜK Researcher Aquaculture M.S. 12 4

14 Erdal USTUNDAG Researcher Chief Training &
Publication Undergraduate 20 19

15 Eyup ÇAKMAK Researcher Chief Aquaculture Undergraduate 10 6
16 Gulnur Penbe  ÖZDEMİR Researcher Aquaculture Doctorate 20 2
17 Gulsum BALCİK MİSİR Researcher Fisheries Undergraduate
18 Hacer Emiral SAGLAM Researcher Fisheries Doctorate 12 4
19 Hacı SAVAŞ Researcher Chief Fish Diseases M.S. 17 7
20 Hakan İSİDAN Researcher Fish Diseases M.S. 8 2
21 Hamza POLAT Researcher Aquaculture Undergraduate 10 6
22 Hasan ERGUN Researcher Aquaculture Undergraduate 10 6

23 Haydar KÜÇÜK Researcher Technical
Assistance Doctorate 12 7

24 Huseyin SELEN Capitan Research Vessel Undergraduate 4 4
25 İlhan AYDIN Researcher Aquaculture Undergraduate 10 7
26 İlker Zeki KURTOĞLU Researcher Aquaculture Doctorate 12 7
27 İlyas KUTLU Researcher Fish Diseases Undergraduate 7 7
28 Muharrem AKSUNGUR Researcher Aquaculture Undergraduate 14 10
29 Murat DAGTEKİN Researcher Fisheries Undergraduate 6 2

30 Musa ÖZKE Ass.Researcher Training &
Publication Academy 29 19

31 Mustafa TURE Researcher Fish Diseases M.S. 1 1
32 Mustafa ZENGİN Researcher Fisheries Doctorate 23 18
33 Nilgun AKSUNGÜR Researcher Aquaculture Undergraduate 14 10
34 Nimet Selda BASÇİNAR Researcher Fisheries Doctorate 13 7
35 Oguzhan EROGLU Researcher Genetics Undergraduate 9 5
36 Orhan AK Researcher Fisheries M.S. 6 2
37 Sabahattln KUTLU Researcher Fisheries Doctorate 13 6
38 Serkan SERDAR Researcher Ecology Undergraduate 5 5
39 Sirın FİRİDİN Researcher Fish Diseases Undergraduate 7 7
40 Yahya CAVDAR Researcher Aquaculture Undergraduate 10 7
41 Yasar GENC Researcher Chief Fisheries Doctorate 21 18
42 Yılmaz ÇİFTÇİ Researcher Chief Genetics Doctorate 17 14

GraduationName Position Specialty

 
 

 



39 

２－７ 水産普及事業の現状 

(1) 養殖普及振興策  

養殖業の普及振興策として、MARA は以下のような具体的戦略を立てている。  

 環境にやさしい生産システムを構築する。  

 ヨーロッパ市場での販売競争力をつける。  

 生産量を増やす。  

 国内消費の質と量の向上を図る。  

 生産物に付加価値を与える。  

 無許可生産を減らす。  

これらを促進するため、養殖業者に売上に応じた助成金を提供している。2006 年の

助成金額は以下のとおり。  

 スズキ・ヘダイ：TRY 0.85  (･ 0.45)/kg 

 マス類         ：TRY 0.65  (･ 0.35)/kg 

 新魚種         ：TRY 1.00  (･ 0.55)/kg 

 貝類           ：TRY 0.10  (･ 0.06)/kg 

 種苗           ：TRY 0.05  (･ 0.03)/kg 

また、MARA は次のような活動も実施している。  

①  湖･ダムの有効利用のため、2006 年に 10,000 トンのマス類の生産枠を開放･許

可  

②  環境調和及び観光産業との共存を目指し、海面生け簀の沖への移転指導  

③  トルコブランドの養殖魚種の確立を目指し、カルカンプロジェクトの推進  

④  養殖多様化の強化策として、新魚種養殖の開発（十数種の新魚種のうち、図

2-7-1、2 の 2 種が 4 つの孵化場・養殖場で生産されるまでになっている）、動

物性食生魚以外のコイ、二枚貝・甲殻類の養殖開発、観賞魚類の生産開発  

 

 
図 2-7-1 Common dentex                     図 2-7-2 Sharpsnout 

seabream  

（Dentex dentex）                             (Puntazzo puntazzo) 

 

⑤   養殖産業の競争力強化策として、小規模海面業者・小規模淡水マス業者のグ

ループ化の指導・支援や、水質・病原菌対策にかかる技術指導・支援  

⑥   絶滅種保護のための放流事業として、チョウザメの放流･保護支援（2006 年
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に FAO に対し技術協力を要請済み）  

⑦   資源増産･確保の目的で、黒海サーモンの放流・保護  

⑧   同じく資源増産・確保の目的で、カルカンの放流試験（1996 年から 2007 年） 

⑨   コイ種苗の湖･ダム湖への放流  

 

(2) 養殖団体の組織化  

2005 年～2006 年にかけて、7 つの養殖協会が MARA により承認された。ヘダイ･ス

ズキ海面養殖協会が 3 つ、マス類内水面養殖協会が 4 つで、所在地は養殖事業の盛ん

なムーラ県に 3 つ、イズミール県、トラブゾン県、リゼ県、デニズリ県に各々1 つで

ある。詳細は添付資料（収集文献･資料の 12）に示した。  

これ以外に、養殖生産者の加入する団体として、以下に記す 3 団体がある。  

①  Turkish Fisheries & Aquaculture Federation 

②  Turkish Inland & Marine Aquaculture Association 

③  Mugla Aquaculture Association 

生産業者の協会への加盟を促進するために，小規模生産業者が協会に加盟した場合、

（前述した売上額に対する助成金に加え）生産量の 初の 10 トンに売上額の 10%、

10-40 トンまでに売上額の 3%の助成金を提供している。  
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第３章 協議結果  

 

３－１ プロジェクトの基本方針 

トルコに対するカルカン養殖にかかる一連の協力は、これまで約 10 年続いている

ことを再確認し、併せて今回の協力が 終ステージになることを両者合意した。  

トルコに対する JICA 全体の予算、トルコの近年の急激な経済成長を考慮し、調査

団出発前に計画した案件規模は全体で 2 億円未満の小規模案件とすることを想定して

いた。協議においては、本プロジェクトに対する予算はあまり多く確保できないこと

を説明し、併せてトルコ側から極力投入を増やしていただきたい旨を伝え、これを先

方は了解した。よって、 終的に本プロジェクトは予定通り、小規模案件として実施

することとなった。  

大きな方向性として、本プロジェクトは①養殖技術開発、②事業化に向けた養殖モ

デルの提案及び③養殖技術の普及体制の整備の 3 分野に関して協力することとなった。 

 

３－２ プロジェクト名称 

当初トルコ側からは”Flatfish Culture”（和名：カレイ類養殖）という名称で要請され

たが、その後 ”Extension of Coastal Marine Aquaculture for the South-Western Region of 

Turkey”という名称が提案されてきた。その理由として、カレイ類養殖という名称では、

カルカン以外の魚も対象であるとの誤解を与える恐れがあるので、よりプロジェクト

の内容を具体的に表した名称が望ましいとのことだった。  

これに対し日本側は、本プロジェクトの上位目標が「トルコにおいて養殖事業が多

様化する」であることから、将来的にカルカン以外の魚種にも養殖技術が波及するこ

とを期待するという意味で、カレイ類養殖という名称も特に問題にはならないのでは

ないかと指摘し、 終的に当初要請名称を使用することで合意された。  

 

３－３ プロジェクト基本計画（別添：ミニッツの PDM を参照） 

トルコ側からの要請では、技術の確立とマーケットサイズの決定が主な活動と成果

であった。しかし、本プロジェクトがカルカン養殖に係る一連の協力の締めくくりで

あることを勘案し、日本側は養殖モデルを確立し、併せて普及体制を整えるところま

でを含んだ計画を対案として協議し、結果、日本側の案が通った。  

 

３－４ 上位計画との整合性の確認 

トルコ第 8 次開発計画（2001～2005 年）では、養殖業の改良・普及の重要性が記述

されている。また、2006 年に作成された第 9 次開発計画（2007 年～2013 年）を確認

したところ（英文は未作成）、今までの開発計画とは異なりセクターごとの細かい書き

ぶりにはなっていないが、引き続き沿岸、淡水における漁業を環境にも配慮しながら

活性化することが掲げられており、天然資源に負荷をかけず、生産量を増やす本分野

での協力の整合性および政策的な自立発展性が確認された。  
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３－５ 協力期間の確認 

本プロジェクトの協力期間は、カルカンが 3 回出荷できる（3 シーズン）期間が適

当であるとの基本的ラインはすぐに合意できたが、トルコ側は 3 シーズン生産には 4

年から 5 年の協力が必要であるとした。これに対し日本側は、種苗生産を行っている

SUMAE の成長記録、養殖カルカンの出荷実績を有するイダグダの証言（ただし、イ

ダグダは明確なデータを有していなかった）を基に、3 年 6 ヶ月の協力でも 3 シーズ

ン生産が可能であるとのシミュレーション結果を示した。トルコ側もこれに納得し、

終的に 3 年 6 ヶ月の協力期間で合意した。  

ただし、カルカン養殖技術は未知の部分が多く、プロジェクトの進捗を適宜モニタ

リングし、シミュレーションが実態成長と大きく異なる場合は、必要に応じて協力期

間を延長させる検討も要する。一方で、JICA の対トルコ協力予算の推移を勘案すると、

協力期間を延長する場合も全体の投入量は極力増加させないほうが望ましい。例えば、

専門家の派遣は重要な季節に限定する、必要な技術分野だけ配置するといった工夫を

すると共に、トルコ側からの投入量を更に高めるといった工夫が必要である。  

プロジェクトの開始は、2007 年 7 月を目標とした。それまでに日本、トルコの双方

が対応すべき事項を M/M にまとめ、併せて立ち上げスケジュールを明記した（別添

M/M 参照）。  

 

３－６ 実施体制の確認 

現在トルコでは、トルコ人の労働市場を拡大し、高い失業率を改善する目的で、 3

ヶ月（90 日）以上滞在する全て外国人労働者に対し労働ビザの取得を義務付けている

が、JICA 専門家及びボランティアもこの範囲に含まれてしまっている。しかし、これ

は国際協力の原則から不当な処置であるとして、日本国外務省からは問題が解決され

るまでの間は労働ビザが課されない 3 ヶ月未満の派遣のみで対応するよう指導されて

いる。本プロジェクトへの専門家派遣に関しても、調査団派遣時点で問題解決の目処

はたっていないため、専門家の 1 回あたりの派遣は 3 ヶ月未満として計画することが

確認された。併せて、労働ビザ問題の改善については、M/M でも継続検討が必要な事

項として明記された。なお、プロジェクト実施中にビザ問題が解決されるのであれば、

専門家の派遣形態（短期専門家派遣から長期専門家派遣への切り替え等）を変更する

可能性も出てくる。  

今まで JICA は、約 10 年間の間 SUMAE に協力してきた。本プロジェクトではこの

成果を 大限活用すべく、SUMAE に所属している元 C/P をトルコ側専門家という形

でプロジェクトに投入し、現地国内研修の実施、AKSAM への短期派遣等に対応する

こととして協議した。この案は SUMAE 所長の了解も得て、日本人専門家がトルコに

到着する前からプロジェクトに投入されることとなった。ただし、具体的な人員、研

修等のタイミングは、調査団帰国後に SUMAE が決定し、JICA トルコ事務所に連絡す

ることとした。  

合同調整委員会（以下、 JCC）を設置し、同委員会がプロジェクトの実施監理を担

うことを確認した。この JCC 会議は、主にトルコ側関係者が組織・運営し、加えて日

本側関係者も補佐する形をとっている。JCC の正式設置は R/D の署名を持って正式に
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有効となることとしたが、調査期間の想定されるメンバーを集め、プロジェクト基本

構想発表会を 4/10 に開催した。調査団派遣時点では、JCC のメンバーは次表を予定し

た。また、JCC とは別途、6 ヵ月ごとに技術レベル会議を開催すること、JCC、技術レ

ベル会議ともに、民間養殖業者と水産教育を行っている大学にも必要に応じて参加要

請することを M/M で確認した。  

 

JCC 予定メンバー（2007 年 4 月 10 日時点）  
JCC での役割  

（想定される人物）  主 な 業 務  

JCC 議長・プロジェクト・ダイレク
ター  
（TÜGEM 局長）  

1. JCC 会議を開催し、議長を務める。  
2. プロジェクトの年間活動計画（APO）を承

認する。  
3. 年間進捗報告及びモニタリング報告の内

容を承認する。  
4. プロジェクトに対する予算配分とトルコ

側 C/P の配置に責任を持つ。  
プロジェクト・マネージャー  
（AKSAM 所長）  

1. プロジェクト全般の実施・管理責任を持
つ。  

2. プロジェクト予算を適切に執行する。  
3. プロジェクト活動の進捗状況を MARA に

報告する。  
4. 年間進捗報告書及びモニタリング報告書

を編集し、 JCC 会議に報告する。  
5. 次年次の APO を編集し、JCC 会議に付議す

る。  
6. プロジェクト事務所と必要機器を提供す

る。  
プロジェクト・コーディネーター  
（TÜGEM 水産部長）  

1. 議長を補佐する。  
2. 関係各機関間の連携を促進させる。  
3. プロジェクト活動に対し助言 ･提言をす

る。  
協力機関代表  
（SUMAE 所長）  

1. カルカン種苗を生産・配布する。  
2. トルコ側専門家（元 C/P）の配置に責任を

持つ。  
3. プロジェクト活動に対し助言 ･提言をす

る。  
JCC 一般関係者  
（日本人専門家及びトルコ側 C/P）

1. プロジェクト活動の進捗と結果を定期的
に報告する。  

2. APO（案）を作成する。  
その他の委員  プロジェクト活動に対し助言･提言をする。メ

ンバーは以下の機関の代表者とする。  
・SPO 
・トルコ農業村落省農業研究局（TAGEM）  
・トルコ農業村落省防除管理局（KKGM）  
・トルコ農業村落省組織化支援局（TEDGEM）
・ JICA トルコ事務所  
・日本大使館  

 

３－７ 投入内容の確認 

【日本側】  
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・ 現時点で、短期専門家 3 分野を、全体で 大 48M/M 派遣することとした。当

初は 36M/M を想定していたため、当初予定よりも 12M/M 増える結果となっ

た。しかし、協議においては、予め JICA 側の予算に限りがある旨を説明し、

専門家の人選方法によっても派遣単価が変わってくるため、結果として

48M/M を下回る可能性があることも説明した。専門家派遣においては、専門

家の派遣期間や派遣方法を工夫し、できるだけ当初予定から増額させない工

夫を要する。なお、労働ビザ問題が改善された場合は、できるだけ 1 回あた

りの派遣を長くすることによって、往復旅費を減らすことも一案である。  

・ 協力期間中に、必要に応じ 大 3 名に対し国別研修を行うこととした。第 1

年次は、 JICA 中国で実施される集団研修「養殖魚の魚病管理」に 1 名の C/P

を参加させる予定であるが、研修実施が 9 月であるため、早期に研修概要を

C/P に説明し、研修員を選定する必要がある。  

・ 日本側の予算の制約、トルコ側の経済状況と研究人員の質と量を考慮し、出

来るだけトルコ側の投入を大きくすることを確認した。特に、AKSAM の機

能強化に係る投入は、そのほとんどをトルコ側が負担することとなった。日

本側は、専門家の派遣と国別研修の実施の他に、専門家携行機材と現地活動

費も負担することとしたが、その内訳までは決定しなかった。いずれにしろ、

資機材にかかる大型投入はトルコ側が責任を持つことが確認されたため、ト

ルコ側の主体性が高まることが期待される。  

 

トルコ側からは、以下の投入を行うことで合意が得られた。  

【トルコ側】  

・ C/P（養殖技術分野、飼料開発分野、魚病分野、水産経済分野）の具体的なリ

ストを 4 月末日までに作成し、 JICA トルコ事務所に提出する。  

・ SUMAE の  協力に関する事項（技術研修、研究者の短期派遣、等）を 4 月末

日までに決定し、 JICA トルコ事務所に提出する。  

・ 養殖必要資機材  

・ 施設補強工事  

・ 土地、建物、プロジェクト事務所  

・ プロジェクト関係者の出張旅費、光熱費、施設維持管理費、養殖用消耗品、

等  

 

３－８ 協力対象地域  

プロジェクトの直接の対象者は AKSAM 研究員だが、カルカン養殖に関心を示して

いる養殖業者に対して情報配信、技術的助言をすることで、養殖業者もプロジェクト

の想定裨益者とした。特に、エーゲ地区及びマルマラ地区は養殖に適した冷たい汽水

が豊富に存在すると言われ、この地区の養殖業者は潜在的な裨益者として、また、上

位目標を達成させる上での重要な活動の担い手として位置づけられる。これら養殖業

者の代表は、JCC 会議、技術レベル会議にも参加する予定である他、必要に応じ AKSAM

や SUMAE との共同研究を実施する可能性もある。  
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３－９ プロジェクト実施上の留意点  

(1) プロジェクト開始時期  

プロジェクト開始は、2007 年 7 月を目標とすることとした。その理由として、カル

カンは温度変化に弱いとされており、高温状態では餌を食べなくなり、致死率が高く

なるとのデータが示されていることが挙げられる。養殖に成功したイダグダ社（現在

は倒産）によると、年中 17℃に保って生産したとのことである。地中海に面する

AKSAM は、夏場は 40℃近い高温が続くため、水温も上がりやすく、冷たい湧水を養

殖用水に使っても、 高で 21℃まで上がったとのデータが残っているので、本格的な

養殖試験を開始する前に、カルカンが現在の AKSAM の施設で夏を越せるか試験する

必要がある。そのため、地中海地区で本格的な夏が始まる 6 月には、 初の種苗を

SUMAE から配布したいが、専門家派遣には様々な手続きを要するため、 短で派遣

できる可能性がある 7 月開始を目標とした。  

 

(2) 労働ビザ問題  

労働ビザ問題の改善は、引き続き検討すべき事項として問題提起した。また、それ

とは同時並行的に、技術協力協定の締結に向けた取り組みもなされており、本プロジ

ェクトの途中からは長期専門家を派遣できる可能性もある。これら現状と改善につい

て大使館をはじめとする関係者に説明し、引き続きトルコ側関係機関に働きかけをし

て早期に見通しを明らかにしていただくよう依頼した。  

 

(3) 水温管理  

現地調査で明らかになったように、AKSAM はカルカン養殖用の水源として海水温

よりも冷たい湧水（汽水）を利用する計画となっている。AKSAM が現在利用してい

る上流部の湧水池の面積はおよそ 4ha あり、下流のラグーン面積はおよそ 200ha であ

る。今回カルカン養殖用水源として想定される取水口位置は、上流部の湧水池から下

流に位置するラグーンに流れ込む２か所の接続部の１つであり、そこから計画養殖水

槽まではおよそ 900m の距離がある。現地の状況を参考に日本側より提案された取水

管は、設置上の安定性を考慮した地中埋設であるが、 高気温が 40℃近くまで上昇す

る夏期における端末の水温管理は、カレイの成育環境上重要である。一般的に周年水

量が判断できない水路底よりは地中埋設とした方が管内の温度変化は少ないと予測さ

れるが、現在水路底に設置されている既設給水管端末の水温と、丘の麓より取水して

いる地中埋設管端末での水温変化を比較した上でより変化の少ない設置方法が 終的

に決定されるべきである。また地中埋設とする場合でも、管の設置深さや地表の直射

日光を避ける植栽、水路横断部等の一部地上露出管の断熱が確実に対応されることを

確認する必要がある。  

 

(4) 概算工事費  

現地で聞き取り調査をした結果、調査団が計画した施設の概算工事費、雨期に使用

する水濾過装置（50m3/hr の濾過能力）の設置費はおよそ次のようになる。  
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取水設備工事（ポンプ、給水管約 1km）  約 YTL 100,000 

電力線伸延工事（約 1km）        約 YTL  50,000 

トライアルユニット整備工事（水槽含む）  約 YTL 120,000 

合   計       約 YTL 270,000 

 

水濾過装置（フィルター各 1μ, 10μ, 25μ）  約 YTL  72,000 

 

(5) 電気料金     

トルコの電気料金は、聞き取り調査による情報では YTL0.15/kw 毎時である。本プ

ロジェクトで も電力消費が見込まれる 55kw/h ポンプを 24 時間稼働した場合、１ヶ

月の電気代は  55（kw）×24（h）×30（日）×0.15＝YTL5,940 程度になるが、その他

にも照明、ブロワー（7kw 程度）等の電力を 2 割程度と仮定すると、毎月の電気料金

は YTL7,000 以上必要になる。  

 

(6) 工期  

計画施設のうち、取水設備の強化工事がクリティカルパスになると思われる。  

予想される工事期間は、地形測量・工事内容の確認・契約図書・確認申請等に約 2 ヶ

月、工事業者の選定に約 1 ヶ月、工事に約 3 ヶ月として、合計 6 ヶ月程度は 低でも

見込む必要があると考えられる。  

従って、本格的な給水需要が発生する時期より 6 ヶ月以上前から取水設備強化工事

の準備を開始する必要がある。  

 

(7) 環境配慮  

上流部の湧水池（4ha）および下流のラグーン（200ha）の生態系への影響は、比較

的面積が小さい湧水池の湧水能力を含めて確認する必要がある。  

 

３－１０ 評価 5 項目 

(1) 妥当性  

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断される。  

・ トルコ国の第 9 次国家開発政策では水産業の重点分野として養殖産業の開発

促    進が掲げられており、カルカン養殖振興はこの開発計画と高い整合性を

有している。  

・ 我が国はヒラメ･カレイ類養殖についての長年にわたる知見を有しており、技

術の比較優位性が高い。  

・ 20 年前、スズキ、ヘダイ、マス類は供給量が少なく、高価格であることから

ほとんど消費されていなかった。しかし、現在はこれら魚種の養殖技術が普

及し、 も消費される魚種となった。カルカンについても、現在は高級魚と

認識されているが、本プロジェクトを通じて同様に消費量が増えることが期

待される。  

・ 一般的に、養殖試験には様々な条件下での実験を実施するため、広い施設が
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必要とされる。加えて、カルカン養殖においては 18℃程度の低水温を維持す

るために多量の流水が必要とされる。AKSAM は国内 大の養殖場を有し、

豊富な低水温の汽水の利用が可能であることから、カルカン養殖プロジェク

トの C/P 機関として適切な国立研究所である。  

 

(2) 有効性  

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が高いと判断される。  

・ MARA / TÜGEM は JICA 技術協力プロジェクトの実施機関として、これまで

約 10 年間にわたってカルカン種苗生産と魚病技術向上に関わってきた。水産

業の生産向上、調査業務の面で実りある経験を積み重ね、プロジェクトを推

進してきた。こうした経験は本プロジェクトの有効性を支えるものである。  

・ 本プロジェクトの成果として①養殖基本技術の発展、②複数の養殖モデルの

提案、③養殖普及の基礎体制の確立 があげられる。これら 3 つの成果は、

本プロジェクトの目的（陸上施設におけるカルカン養殖モデルが開発される）

の達成に資する。  

 

(3) 効率性  

本プロジェクトは、以下の理由から効率性が高いと判断される。  

・ JICA とトルコ政府は、カルカン養殖振興に係る活動を約 10 年間実施してきた。

本プロジェクトにおいては、今まで活動の主体となってきたトルコ側の元カ

ウンターパートも専門家として活動することが期待され、日本人専門家の派

遣期間を 小限に留めることが出来る。  

・ AKSAM は、国立研究機関であるケペス漁業生産センター及びボドルム水産研

究センターを併合して新規発足したが、これらセンターの近代的な実験室及

び経験豊かな研究者をそのまま活用することが可能である。そのため、日本

からの資機材投入も 小限に留めることが出来る。  

(4) インパクト  

本プロジェクト実施によるインパクトは、以下のとおり想定される。  

・ カルカン養殖は、トルコの海域にいる魚類の中で、 も高度な養殖技術が求

められると想定される。本プロジェクトを通じ、カルカンの養殖技術が適切

に移転されれば、トルコ側は独自にカルカン以外のカレイ類についても養殖

技術を開発できると期待される。  

・ 本プロジェクトでは、AKSAM 職員の能力向上が主要点となるが、同時にプロ

ジェクト成果と関連情報は、民間養殖企業にも共有される予定である。民間

との繋がりを念頭において活動することから、成果が AKSAM に留まること

なく広く事業が展開されることが期待され、プロジェクトの上位目標（トル

コにおいて養殖事業が多様化する）の達成に貢献する。  

 

(5) 自立発展性  

本プロジェクトの自立発展性は、以下のとおり期待される。  
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・ AKSAM は養殖技術開発、研修、普及を担う国立研究所の一つである。プロジ

ェクトの活動は本研究所の本来任務と合致しており、実際、カルカン養殖は

優先事項として挙げられている。従って、政策面・制度面におけるプロジ

ェクトの成果の自立発展性は高いと見込まれる。  

・ MARA 及び AKSAM の年間予算は近年増加してきている。特に、AKSAM には

プロジェクトが開始するという確かな期待から、2006 年度予算は前年比 42%

増となっている。事前調査団は、プロジェクト期間中の適切な予算配分に対

する MARA の明確な意思を確認した。  

 

３－１１ 立ち上げスケジュールと双方の対応事項 

立ち上げにかかるスケジュールを確認し、併せて日本、トルコ双方が対応すべき事

項を M/M で確認した。  

 

(1) プロジェクトに対する予算配分  

初の 1 年間の活動に対する十分なプロジェクト予算を確保するとともに、2 年目

以降のプロジェクト予算に関しても確保に努めることとした。  

 

(2) JICA 専門家、カウンターパート、トルコ側専門家の人員配置  

MARA は JICA トルコ事務所に対し 2007 年 4 月末日までにカウンターパートの配置

計画を提出することとする。同様に、MARA および SUMAE はトルコ側専門家（今ま

でのプロジェクトのカウンターパート）による具体的な研修計画を作成して JICA ト

ルコ事務所に提出することとした。  

トルコ側は 2007 年 4 月末日までに A1 フォームのドラフトを JICA トルコ事務所に

発出し、 JICA 本部はそれをもって専門家の人選を始める。  

 

(3) 養殖排水の水質管理  

調査において、AKSAM の排水が排水水質基準を満たしていない可能性が示唆され

た。具体的なデータはとられていないようだが、定期的に国の調査も入るとのことで

あり、早急な確認と対策が求められる。プロジェクト開始までに、トルコ側がこれを

実施することとした。  

 

(4) AKSAM 研究員への現地国内研修  

AKSAM の研究員のほとんどがカルカンを扱った経験を有しておらず、できるだけ

早期に何かしらの経験を踏んでおくことが求められる。今までのプロジェクトの拠点

であった SUMAE の協力の下、視察研修を中心とした現地国内研修を義務付けた。  

 

(5) 日本側が提示した養殖計画、施設補強工事（養殖水槽、取水、ポンプ）の再検討  

一連の調査と国内の事例を基に、日本側で養殖計画と施設補強工事を提案したが、

これらは日本側が短期間で考案したものであり、一部情報が落ちていたり、トルコで

一般的な実施方法にそぐわない可能性もある。AKSAM 及び MARA は今までも他魚種
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で養殖の経験を有していることから、日本人専門家が到着する前に、トルコ側（案）

を再検討し、専門家到着後にすぐに具体的内容を協議できるように義務付けた。ただ

し、一部の施設補強工事は、プロジェクト開始前に終了している必要がある。必要

低限の補強工事は、プロジェクト開始前にトルコ側が完了させておくこととした。  

 

(6) ポンプの試運転  

AKSAM が所有している多くのポンプが故障履歴を有している一方、一部のポンプ

は修理後の試運転をしていないことが分かった。全てのポンプを試運転させ、問題が

あれば上記 2-5 を併せて補強対応することとした。  

 

(7) プロジェクト事務所の確保  

事務所、事務用品、パソコン 1 台を AKSAM が準備することとした。  
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第４章 団長所感  

 

本プロジェクトは、2004 年にカレイ類の養殖技術確立のための協力案件として採択

された。しかしその後、対象魚であるカルカンが突然大量斃死したため、その原因究

明のために魚病対策の検討をしてきた。検討の結果、問題とされていた VHSV の病原

性が低いことが判明し、併せて防除手法も確立したため、今回の事前調査団の派遣に

至ったものである。  

今回の調査を通じて、多くのトルコ側関係者の間に本プロジェクトに対する大きな

期待があることが強く感じられた。これまでのプロジェクトの実施を通じて、わが国

の協力支援がこの国に合った内容であることが十分に認識され、浸透していることが

その大きな理由であるものと思われる。  

本プロジェクトは、トルコにおける一連の養殖関係プロジェクトの集大成となるも

のである。わが国の技術協力関係者の中では、トルコに対する協力支援のための予算

が削減傾向にあることや、トルコが EU への加盟を進めていることなどから、今回の

案件のような協力に対し消極的な意見もあるが、本調査団は、以下の視点から、本プ

ロジェクトを行うことは十分に意義のあるものだということを確認した。  

 

・ これまでの協力支援の成果を活用して、養殖技術の確立という形で実のあるもの

になるためのおそらく 後の支援であること。  

・ 施設、人員、予算などの面でトルコ側からの大きな投入が見込め、日本からの投

入を 小限に抑えることができること。  

・ トルコ側のオーナーシップがきわめて高く、確実な自立発展性が見込めること。  

・ 技術力や関連基盤が向上してきており、今後、より貧困度の高い周辺国（中央ア

ジア・アラブ諸国など）に対する協力を行うための支援拠点になり得ること。  

 

この点で、現在の協力案件や今後の支援のあり方（是非を含め）を明確にするため、

協力の方向性などの形で明確に文書化すべきではないかと考える。（その場合のスキー

ム形態はいろいろなものが考えられるため、ここでは言及しない。）本プロジェクトの

大枠は今次会議でまとまり、M/M として合意された。同 M/M には、今後 R/D 署名、

プロジェクト開始までにトルコ側にて行う事項が明記されており、JICA トルコ事務所

にはフォローアップのご協力をお願いしたい。  

なお、トルコへの技術協力に当たっては、労働ビザの問題が大きな妨げになってい

ることは、関係者間の周知の事実である。一般的には、以下のような問題が生じてい

る。  

 

・ 同一の専門家が 3 ヶ月を越えて長期に滞在することができない。専門家のリクル

ートに際し、短期滞在を繰り返す者を探すことは非常に困難であり、さらにその

ような専門家が複数必要になる。また、協力活動の継続性において問題が生じる

おそれがある。  



51 

・ 専門家の人件費が余計に必要になること、活動の手戻りが生じ得ることをはじめ、

非効率な投入を強いられる。  

 

これらに加え、本プロジェクトでは、環境の変化に大変脆弱な生き物を対象として

おり、状況の変化にすぐに対応するための状況を常に保つ必要があるため、労働ビザ

問題によって 3 ヶ月以上継続した長期専門家を派遣することができないことによる深

刻さの度合いは、他の案件以上に大きい。  

本調査団としては、このような状況を改善するために、以下のような対応につき、

関係者のさらなる努力をお願いするものである。  

 

・ 現在審議の準備ができている特例措置のための立法措置が迅速に進められるよう、

大限の働きかけを行う。  

・ 上記の立法措置を促進するとともに、技術協力協定の締結により円滑な協力活動

の確保を図る。  

・ 場合によっては、一時的な出国などにより実質的な長期専門家の派遣の実現を図

る。  

 

なお、今次調査団の活動において、大使館、JICA トルコ事務所からいただいた支援

に対して、この場を借りて感謝申し上げる。  

 

以 上  
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さ

れ
る

と
い

う
確

か
な

期
待

か
ら

、
20

06
年

度
予

算
は

前
年

比
42

%
増

加
と

な
っ

て
い

る
。

ま

た
、

期
間

中
の

適
切

な
予

算
配

分
に

対
す

る
M

A
R

A
の

明
確

な
意

思
を

確
認

し
た

。
 

 

関
係

者
の

参
画

度
 

ﾀ
ｰ
ｹ
ﾞ
ｯ
ﾄ
ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
ﾟ
や

関
係

組
織

の

P/
J
へ

の
参

加
度

や
P/

J
に

対
す

る

認
識

は
高

い
か

、
あ

る
い

は
高

ま

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
か

 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
民

間
養

殖
関

連
業

者
 

○
政

府
関

係
者

と
の

面
談

で
P/

J
に

対
す

る
関

心
度

、
期

待
度

の
高

さ
が

確
認

さ
れ

た
。

民
間

養

殖
業

者
、

養
殖

協
会

、
養

殖
関

連
資

材
業

者
と

の
ｲ
ﾝ
ﾀ
ﾋ
ﾞ
ｭ
ｰ
に

お
い

て
も

、
P/

J
に

対
す

る
関

心

度
、

期
待

度
の

高
さ

が
確

認
さ

れ
た

。
特

に
、

企
業

化
の

実
例

提
示

、
及

び
種

苗
の

安
定

供
給

の
確

立
が

強
く

求
め

ら
れ

た
。

 
○

民
間

養
殖

会
社

2
社

か
ら

20
08

年
に

ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
養

殖
施

設
の

整
備

に
取

り
掛

か
る

旨
聴

取
し

た
。

 
実

施
プ

ロ
セ

ス

に
お

け
る

 
留

意
点

、
阻

害

要
因

 

P/
J

の
実

施
過

程
で

留
意

し
な

け

れ
ば

な
ら

な
い

事
項

や
活

動
を

阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
民

間
養

殖
関

連
業

者
 

○
民

間
か

ら
の

試
験

種
苗

要
請

に
応

え
ら

れ
る

十
分

の
種

苗
生

産
が

出
来

る
こ

と
。
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評
価

グ
リ

ッ
ド

（
評

価
5
項

目
）

 
 

１
．

妥
当

性
 

調
査

項
目

 
確

認
事

項
 

情
報

源
／

調
査

 
対

象
 

調
査

結
果

 

妥
 

当
 

性
 

プ
ロ

ジ
ュ

ク
ト

の
必

要
性

・
優

先
度

 
 

ﾄ
ﾙ
ｺ
国

の
国

家
開

発
計

画
、
水

産
政

策
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

、
JI

C
A

事
務

所
、
実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

 

○
ﾄ
ﾙ
ｺ
国

の
人

口
は

年
1.

5%
で

増
加

し
て

お
り

、
同

時
に

国
民

所
得

も
向

上
し

て
い

る
。

 
○

魚
の

一
人

当
た

り
年

間
消

費
量

は
、

E
U

諸
国

に
比

べ
1/

3
程

度
と

少
な

い
が

、
養

殖
魚

の
国

内
消

費
は

増
加

傾
向

に
あ

る
。

 
○

天
然

漁
獲

量
は

過
剰

漁
獲

と
環

境
汚

染
に

圧
迫

さ
れ

て
減

少
し

て
お

り
、
養

殖
業

の
振

興
の

必

要
性

が
更

に
高

ま
っ

て
い

る
。

 
○

M
A

R
A

は
養

殖
生

産
魚

販
売

に
お

い
て

、
民

間
養

殖
業

者
に

生
産

助
成

金
を

支
給

す
る

と
同

時

に
、
新

魚
種

を
含

め
た

養
殖

業
の

開
発

振
興

に
向

け
て

、
様

々
な

養
殖

振
興

政
策

に
取

り
組

ん

で
い

る
。

 

手
段

と
し

て
の

適
切

性
 

 

P/
J
の

ｱ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｰ
ﾁ
は

ﾄ
ﾙ
ｺ
国

の
水

産
政

策
に

対
す

る
戦

略
と

し
て

適
切

か

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

、
JI

C
A

事
務

所
,民

間
養

殖
関

連
業

者
、

実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

 

○
以

下
の

水
産

政
策

に
P/

J
の

ｱ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｰ
ﾁ
は

適
切

と
判

断
さ

れ
る

。
 

 ①
ﾍ
ﾀ
ﾞ
ｲ
･
ｽ
ｽ
ﾞ
ｷ
は

E
U

市
場

で
価

格
競

争
に

さ
ら

さ
れ

て
お

り
、
ﾄ
ﾙ
ｺ
独

自
の

新
魚

種
養

殖
振

興
に

向
け

た
養

殖
技

術
の

開
発

。
 

②
環

境
に

や
さ

し
い

養
殖

生
産

ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
の

構
築

。
 

③
付

加
価

値
の

高
い

生
産

物
の

生
産

。
 

P/
J

の
対

象
地

域
の

選
定

は
適

切

か
A

K
SA

M
の

現
状

は
ど

の
よ

う

に
な

っ
て

い
る

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

、
JI

C
A

事
務

所
,民

間
養

殖
関

連
業

者
 

○
低

水
温

の
汽

水
が

周
年

確
保

で
き

、
新

魚
種

養
殖

開
発

の
技

術
者

及
び

、
十

分
の

施
設

を
有

す

る
所

と
し

て
A

K
SA

M
は

最
適

の
研

究
所

で
あ

り
、

こ
れ

に
匹

敵
す

る
所

は
他

に
な

い
。

 
○

適
切

な
汽

水
の

供
給

ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
の

増
設

を
理

解
し

、
工

事
着

工
が

約
束

さ
れ

た
。

 
○

研
究

開
発

の
必

要
な

実
験

ﾀ
ﾝ
ｸ
施

設
整

備
も

了
解

さ
れ

た
。

 

P/
J

の
ﾀ
ｰ
ｹ
ﾞ
ｯ
ﾄ
ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
ﾟ
（

①

A
K

SA
M

研
究

員
、

②
ｴ
ｰ
ｹ
ﾞ
海

沿

岸
の

既
存

養
殖

業
者

）
の

設
定

は

対
象

、
規

模
の

点
か

ら
適

切
か

、

効
果

は
公

平
に

受
益

さ
れ

る
か

 
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

、
JI

C
A

事
務

所
,民

間
養

殖
関

連
業

者
、
実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

 

○
A

K
SA

M
は

ﾄ
ﾙ
ｺ
国

の
ｽ
ｽ
ﾞ
ｷ
･
ﾍ
ﾀ
ﾞ
ｲ
の

種
苗

生
産

に
お

い
て

先
駆

者
で

あ
り

、
ﾄ
ﾙ
ｺ
国

を
ｷ
ﾞ
ﾘ
ｼ
ｬ
に

次
ぐ

欧
州

第
2
位

の
ｽ
ｽ
ﾞ
ｷ・

ﾍ
ﾀ
ﾞ
ｲ
生

産
国

と
し

た
。
ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
に

お
い

て
も

そ
の

実
績

が
期

待
で

き

る
。

 
○

ｴ
ｰ
ｹ
ﾞ
海

に
面

す
る

3
県

に
海

面
養

殖
業

者
の

90
%
が

集
中

し
、
生

産
量

も
90

%
を

占
め

て
い

る
。

ま
た

こ
の

地
区

で
は

汽
水

が
容

易
に

利
用

で
き

る
。

 
○

民
間

養
殖

会
社

が
加

盟
す

る
養

殖
協

会
を

技
術

普
及

の
窓

口
に

す
る

こ
と

で
公

平
性

が
保

た

れ
る

。
ま

た
、

研
究

成
果

は
広

く
関

係
者

に
公

開
･
広

報
さ

れ
、

ｾ
ﾐ
ﾅ
ｰ
も

開
催

さ
れ

る
。

 

日
本

の
技

術
の

優
位

性
は

あ
る

か

・
海

産
魚

の
養

殖

（
湊

文
社

）
 

・
M

an
ua

l 
fo

r 
th

e 
Se

ed
 

Pr
od

uc
ti

on
 

of
 

Tu
rb

ot
 

in
 

th
e 

B
la

ck
 S

ea
 

○
日

本
で

は
19

90
年

に
ﾋ
ﾗ
ﾒ
の

養
殖

生
産

量
が

天
然

漁
獲

量
を

追
い

抜
き

、
そ

の
後
（

社
）
日

本

栽
培

漁
業

協
会

や
各

県
栽

培
漁

業
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
で

大
量

種
苗

生
産

技
術

開
発

が
進

ん
だ

。
 

○
現

在
で

は
安

定
低

ｺ
ｽ
ﾄ
生

産
、

健
苗

生
産

（
体

色
異

常
･
形

態
異

常
の

防
除

、
成

長
･
耐

病
性

の

向
上

）
研

究
が

進
ん

で
、
親

魚
の

産
卵

制
御

法
も

開
発

さ
れ

、
種

苗
供

給
時

期
の

調
整

も
可

能

と
な

っ
て

い
る

。
 

○
ﾄ
ﾙ
ｺ
に

お
い

て
は

、
10

年
間

の
ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
種

苗
生

産
技

術
・

魚
病

対
応

体
制

強
化

協
力

を
実

施
し

て

き
て

お
り

、
種

苗
生

産
ﾏ
ﾆ
ｭ
ｱ
ﾙ
が

作
成

さ
れ

、
民

間
へ

の
技

術
移

転
が

図
ら

れ
つ

つ
あ

る
。
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２
．

有
効

性
 

調
査

項
目

 
確

認
事

項
 

情
報

源
／

調
査

 
対

象
 

調
査

結
果

 

有
 

効
 

性
  

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
内

容
 

P/
J

目
標

の
指

標
は

内
容

を
的

確

に
捉

え
、

目
標

値
は

妥
当

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

、
JI

C
A

事
務

所
,実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

○
具

体
的

な
数

値
を

指
標

と
し

て
挙

げ
て

お
り

、
内

容
は

的
確

に
捉

え
ら

れ
て

い
る

。
 

P/
J

目
標

の
指

標
の

入
手

手
段

は

適
切

か
（

必
要

な
指

標
を

測
定

し

て
い

る
か

、
ｺ
ｽ
ﾄ
が

か
か

り
過

ぎ
な

い
か

、
再

現
性

が
あ

る
か

、
ﾓ
ﾆ
ﾀ
ﾘ

ﾝ
ｸ
ﾞ
の

手
段

と
し

て
使

え
る

か
）

 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

 
○

P/
J
の

過
程

、
成

果
を

広
く

公
表

す
る

と
共

に
、

民
間

養
殖

関
連

業
者

と
緊

密
な

連
携

を
と

る

こ
と

で
必

要
な

指
標

が
入

手
さ

れ
、

ｺ
ｽ
ﾄ
面

、
再

現
性

等
で

問
題

は
生

じ
な

い
。

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
貢

献
 

P/
J

目
標

を
達

成
す

る
た

め
に

十

分
な

ｱ
ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟ
ｯ
ﾄ
が

計
画

さ
れ

て
い

る
か

、
ト

ル
コ

に
お

け
る

水
産

普

及
の

活
動

実
績

は
ど

の
程

度
あ

る

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

、
JI

C
A

事
務

所
,実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

 

○
①

ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
養

殖
基

本
技

術
の

発
展

、
②

複
数

の
ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
養

殖
ﾓ
ﾃ
ﾞ
ﾙ
の

提
案

、
③

ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
養

殖
普

及
の

基

礎
体

制
の

確
立

と
い

っ
た

必
要

十
分

な
3
つ

の
ｱ
ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟ
ｯ
ﾄ
が

計
画

さ
れ

た
。

 
 ○

①
小

規
模

養
殖

業
者

の
ｸ
ﾞ
ﾙ
ｰ
ﾌ
ﾟ
化

の
指

導
･
支

援
、

②
養

殖
魚

生
産

売
上

に
対

す
る

助
成

金
の

提
供

、
③

技
術

指
導

と
し

て
水

質
･
病

原
菌

対
策

、
④

絶
滅

種
保

護
の

た
め

の
ﾁ
ｮ
ｳ
ｻ
ﾞ
ﾒ
放

流
･

保
護

支
援

、
⑤

資
源

増
産

･
確

保
の

目
的

で
の

黒
海

ｻ
ｰ
ﾓ
ﾝ
の

放
流

･
保

護
、
⑥

同
じ

く
ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
の

黒

海
で

の
放

流
試

験
(1

99
6
年

～
20

07
年

）
、

⑦
同

じ
く

ｺ
ｲ
の

湖
･
ﾀ
ﾞ
ﾑ
湖

へ
の

種
苗

放
流

、
⑧

ﾄ
ﾙ
ｺ

ﾌ
ﾞ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
の

養
殖

魚
種

確
立

を
目

指
し

、
ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
種

苗
生

産
･
魚

病
対

策
P/

J
の

推
進

等
の

活
動

を

行
っ

て
き

て
い

る
。

 

外
部

条
件

 

ｱ
ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟ
ｯ
ﾄ
か

ら
P/

J
目

標
に

至
る

ま

で
の

外
部

条
件

は
適

切
に

特
定

さ

れ
、

そ
れ

ら
の

外
部

条
件

が
満

た

さ
れ

る
可

能
性

は
高

い
か

 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

、
JI

C
A

事
務

所
,民

間
養

殖
関

連
業

者
、
実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

 

○
SU

M
A

E
及

び
A

K
SA

M
の

最
大

の
業

務
の

一
つ

は
養

殖
振

興
･
魚

病
対

策
研

究
で

あ
り

、
そ

の

機
能

が
著

し
く

低
下

す
る

こ
と

は
、

ほ
ぼ

あ
り

得
な

い
。

 
 ○

ﾍ
ﾀ
ﾞ
ｲ
･
ｽ
ｽ
ﾞ
ｷ
は

E
U

市
場

で
価

格
競

争
に

さ
ら

さ
れ

て
お

り
、

ﾄ
ﾙ
ｺ
独

自
の

新
魚

種
の

開
発

が
求

め
ら

れ
て

お
り

、
養

殖
業

者
が

ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
養

殖
へ

関
心

を
失

う
こ

と
は

、
ほ

ぼ
あ

り
得

な
い

。
 

P/
J

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要

因
は

あ
る

か
（

ﾘ
ｽ
ｸ
分

析
）

 
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

、
JI

C
A

事
務

所
,実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

○
重

大
な

影
響

を
及

ぼ
す

魚
病

が
発

生
す

る
可

能
性

を
ゼ

ロ
に

す
る

こ
と

は
出

来
な

い
。
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３
．

効
率

性
 

調
査

項
目

 
確

認
事

項
 

情
報

源
／

調
査

 
対

象
 

調
査

結
果

 

効
 

率 性
  

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
内

容
 

ｱ
ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟ
ｯ
ﾄ
の

指
標

は
内

容
を

的
確

に
捉

え
、

目
標

値
は

妥
当

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
民

間
養

殖
関

連
業

者
 

○
内

容
を

的
確

に
捉

え
て

お
り

、
目

標
値

は
妥

当
で

あ
る

と
理

解
さ

れ
た

。
 

ｱ
ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟ
ｯ
ﾄ
の

指
標

入
手

手
段

は
適

切
か

 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

 

○
10

年
間

の
協

力
で

SU
M

A
E
に

所
属

す
る

元
C

/P
の

研
究

技
能

は
高

く
評

価
さ

れ
る

ま
で

に
な

っ
て

い
る

。
新

た
な

C
/P

へ
の

指
導

が
彼

ら
及

び
日

本
人

専
門

家
に

よ
っ

て
な

さ
れ

る
こ

と

で
、

ｱ
ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟ
ｯ
ﾄ
の

指
標

入
手

手
段

と
な

る
充

実
し

た
P/

J
ﾘ
ﾎ
ﾟ
ｰ
ﾄ
、

ﾏ
ﾆ
ｭ
ｱ
ﾙ
の

作
成

が
期

待
で

き

る
。

 

活
動

の
貢

献
 

ｱ
ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟ
ｯ
ﾄ
を

産
出

す
る

た
め

に
十

分
な

活
動

が
経

過
さ

れ
て

い
る

か

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
民

間
養

殖
関

連
業

者
、

実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

 

○
3
つ

の
ｱ
ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟ
ｯ
ﾄ
産

出
の

た
め

に
、

11
の

活
動

が
具

体
的

に
挙

げ
ら

れ
、

活
動

の
必

要
性

が
理

解
さ

れ
た

。
 

①
ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
養

殖
技

術
が

開
発

さ
れ

る
た

め
に

、
水

管
理

試
験

／
飼

料
開

発
試

験
／

ﾏ
ﾆ
ｭ
ｱ
ﾙ
作

成
が

必

要
 

②
事

業
規

模
に

応
じ

た
養

殖
ﾓ
ﾃ
ﾞ
ﾙ
が

提
案

さ
れ

る
た

め
に

、
養

殖
業

者
の

基
本

情
報

の
整

理
／

ﾏ

ｰ
ｹ
ｯ
ﾄ
調

査
／

施
設

規
模

に
よ

る
養

殖
ﾓ
ﾃ
ﾞ
ﾙ
の

検
討

／
養

殖
ﾓ
ﾃ
ﾞ
ﾙ
ご

と
の

指
針

の
作

成
が

必
要

 
③

ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
養

殖
普

及
活

動
に

か
か

る
情

報
の

収
集

･
発

信
体

制
を

整
え

る
た

め
に

、
技

術
ｾ
ﾐ
ﾅ
ｰ
の

開

催
／

P/
J
の

試
験

結
果

の
広

報
／

P/
J
に

対
す

る
養

殖
業

者
の

ﾆ
ｰ
ｽ
ﾞ
の

定
期

調
査

／
養

殖
普

及

に
お

け
る

関
係

機
関

の
役

割
分

担
の

再
整

理
が

必
要

 

外
部

条
件

 

活
動

か
ら

ｱ
ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟ
ｯ
ﾄ
に

至
る

ま
で

の
外

部
条

件
は

適
切

に
特

定
さ

れ
、

そ
れ

ら
外

部
条

件
が

満
た

さ

れ
る

可
能

性
は

高
い

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
民

間
養

殖
関

連
業

者
、

 

 ○
民

間
養

殖
業

者
は

ｽ
ｽ
ﾞ
ｷ
･
ﾍ
ﾀ
ﾞ
ｲ
養

殖
事

業
に

お
い

て
、
海

外
で

販
売

競
争

に
さ

ら
さ

れ
て

お
り

、

競
争

力
の

あ
る

養
殖

新
魚

種
の

開
発

に
今

後
も

興
味

が
高

ま
る

可
能

性
は

高
い

。
 

 

投
入

 
 

活
動

を
行

う
た

め
に

更
に

効
率

的

な
投

入
は

考
え

ら
れ

る
か

 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

 

○
日

本
か

ら
の

専
門

家
派

遣
は

ビ
ザ

の
関

係
で

現
在

、
短

期
間

派
遣

を
繰

り
返

す
予

定
で

あ
る

。

長
期

派
遣

が
可

能
と

な
れ

ば
、

よ
り

効
率

の
よ

い
活

動
が

可
能

と
な

る
。

 

投
入

の
ﾀ
ｲ
ﾐ
ﾝ
ｸ
ﾞ
は

適
切

に
計

画
さ

れ
て

い
る

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

○
日

本
か

ら
の

専
門

家
は

7
月

に
現

地
入

り
し

、
SU

M
A

E
か

ら
の

種
苗

が
移

送
予

定
さ

れ
て

い

る
9
月

に
は

万
全

の
状

態
で

種
苗

を
受

け
入

れ
る

体
制

を
と

る
計

画
と

す
る

。
 

○
今

年
度

の
予

定
種

苗
搬

入
量

は
4,

50
0
尾

と
少

な
い

こ
と

か
ら

、
緊

急
に

汽
水

の
導

水
工

事
に

取
り

掛
か

る
必

要
は

な
い

が
、

P/
J
開

始
と

共
に

前
広

に
こ

の
手

続
き

作
業

を
進

め
る

こ
と

で
、

20
08

年
夏

頃
ま

で
に

こ
の

工
事

を
完

成
さ

せ
る

。
 

○
養

殖
ﾃ
ﾞ
ｰ
ﾀ
を

取
る

た
め

の
実

験
ﾀ
ﾝ
ｸ
施

設
は

P/
J
開

始
と

同
時

に
取

り
掛

か
る

予
定

で
あ

る
。

 
○

実
験

研
究

室
は

既
に

整
備

が
始

ま
っ

て
お

り
、

P/
J
開

始
ま

で
に

完
成

の
予

定
で

あ
る

。
 

ｱ
ｳ
ﾄ
ﾌ
ﾟ
ｯ
ﾄ
に

対
し

、
投

入
量

は
適

切

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

○
ﾍ
ﾞ
ｲ
ﾒ
ﾘ
ｯ
ｸ
は

種
苗

生
産

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
と

し
て

実
績

を
積

ん
で

、
ｹ
ﾍ
ﾟ
ｽ
の

漁
業

生
産

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
、

ボ
ド

ル
ム

の

水
産

研
究

所
を

合
併

す
る

こ
と

で
、
研

究
所
・
訓

練
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
と

し
て

の
機

能
（

人
材

･
施

設
･
器

材
）

を
充

実
さ

せ
て

き
て

い
る

。
研

究
実

験
室

の
整

備
が

現
在

進
め

ら
れ

て
い

る
。

 
○

10
年

間
の

日
本

の
協

力
の

結
果

、
SU

M
A

E
技

術
者

の
技

術
力

は
高

く
評

価
さ

れ
て
（

直
近

の
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例
で

は
20

07
年

3
月

の
M

A
R

A
全

体
計

画
･
研

究
発

表
会

に
て

研
究

手
法

、
研

究
発

表
で

評

価
さ

れ
た

）
お

り
、
こ

れ
ら

技
術

者
が

A
K

SA
M

に
技

術
指

導
出

張
し

、
ま

た
A

K
SA

M
の

技

術
者

を
SU

M
A

E
に

研
修

受
け

入
れ

す
る

合
意

が
確

認
さ

れ
た

。
 

○
日

本
か

ら
の

派
遣

専
門

家
の

人
数

･
分

野
も

適
正

と
の

合
意

が
得

ら
れ

た
。

 

 ４
．

イ
ン

パ
ク

ト
 

調
査

項
目

 
確

認
事

項
 

情
報

源
／

調
査

 
対

象
 

調
査

結
果

 

イ
 

ン
 

パ
 

ク
 

ト
  

上
位

目
標

の

内
容

 

上
位

目
標

の
指

標
は

内
容

を
的

確

に
捉

え
、

目
標

値
は

妥
当

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
民

間
養

殖
関

連
業

者
、

実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

 

○
ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
の

養
殖

技
術

は
難

し
く

、
本

P/
J
で

の
ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
養

殖
技

術
開

発
が

促
進

さ
れ

、
技

術
ﾉ
ｳ
ﾊ
ｳ
が

蓄
積

さ
れ

る
こ

と
で

、
ﾄ
ﾙ
ｺ
側

は
独

自
で

他
の

新
魚

種
の

養
殖

技
術

開
発

能
力

を
会

得
し

、
国

内
の

養
殖

振
興

に
貢

献
で

き
る

。
 

上
位

目
標

の
指

標
の

入
手

手
段

は

適
切

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
民

間
養

殖
関

連
業

者
 

○
M

A
R

A
は

全
国

81
県

に
支

所
を

有
し

、
こ

こ
で

集
め

ら
れ

た
ﾃ
ﾞ
ｰ
ﾀ
か

ら
詳

細
な

水
産

統
計

年

鑑
を

毎
年

図
書

出
版

し
て

い
る

。
 

○
ま

た
、

海
面

・
内

水
面

養
殖

業
者

を
全

て
ﾘ
ｽ
ﾄ
ｱ
ｯ
ﾌ
ﾟ
し

て
お

り
、

そ
の

事
業

活
動

も
十

分
把

握

さ
れ

て
い

る
。

 

外
部

条
件

 

P/
J

目
標

か
ら

上
位

目
標

に
至

る

ま
で

の
外

部
条

件
は

適
切

に
特

定

さ
れ

、
そ

れ
ら

の
外

部
条

件
が

満

た
さ

れ
る

可
能

性
は

高
い

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
民

間
養

殖
関

連
業

者
、

実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

 

○
2
章

3
で

述
べ

た
よ

う
、

ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
の

天
然

漁
獲

量
は

近
年

急
速

に
減

少
し

て
お

り
、

過
剰

漁
獲

・

環
境

汚
染

の
進

行
か

ら
、
資

源
回

復
は

難
し

い
と

予
想

さ
れ

る
。
養

殖
技

術
開

発
だ

け
で

な
く

、

黒
海

で
の

種
苗

放
流

も
試

験
も

実
施

さ
れ

て
お

り
、
ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
増

産
計

画
が

益
々

推
進

さ
れ

る
可

能

性
は

高
い

。
 

上
位

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要

因
は

あ
る

か
 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
民

間
養

殖
関

連
業

者
、

実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

 

○
上

述
し

た
状

況
分

析
結

果
か

ら
、

上
位

目
標

「
ﾄ
ﾙ
ｺ
に

お
い

て
養

殖
事

業
が

多
様

化
す

る
」

を

阻
害

す
る

と
考

え
ら

れ
る

以
下

2
点

（
①

ﾄ
ﾙ
ｺ
の

ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
の

養
殖

振
興

国
策

の
変

更
、

②
ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
の

市
場

評
価

･
価

値
の

暴
落

）
の

起
こ

る
可

能
性

は
ほ

ぼ
な

い
。

 

波
及

効
果

 
上

位
目

標
以

外
の

ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ
効

果
・

影

響
が

想
定

さ
れ

る
か

 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
,

A
K

SA
M

,J
IC

A
事

務
所

、
民

間
養

殖
関

連
業

者
 

○
養

殖
関

連
産

業
の

発
展

で
雇

用
促

進
が

進
む

他
、
魚

食
普

及
に

よ
る

健
康

促
進

へ
の

影
響

が
想

定
さ

れ
る

。
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５
．

自
立

発
展

性
 

調
査

項
目

 
確

認
事

項
 

情
報

源
／

調
査

 
対

象
 

調
査

結
果

 

 

自 立 発 展 性
  

政
策

 
制

度
 

組
織

 

協
力

終
了

後
も

、
効

果
を

持
続

･
波

及
で

き
る

政
策

面
や

制
度

面
の

取
り

組
み

が

担
保

さ
れ

て
い

る
か

 

M
A

R
A

,S
U

M
A

E
, 

A
K

SA
M

、
JI

C
A

事
務

所
,民

間
養

殖
関

連
業

者
、

実

施
済

P/
J
結

果
報

告
書

 

 ○
ﾍ
ﾞ
ｲ
ﾒ
ﾘ
ｯ
ｸ
は

種
苗

生
産

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
と

し
て

実
績

を
積

み
、

ｹ
ﾍ
ﾟ
ｽ
の

漁
業

生
産

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
、

ボ
ド

ル
ム

の

水
産

研
究

所
を

合
併

す
る

こ
と

で
、

研
究

所
・

訓
練

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
と

し
て

の
機

能
（

人
材

･
施

設
･
器

材
）

を
充

実
さ

せ
て

き
て

お
り

、
養

殖
技

術
開

発
、

研
修

、
普

及
を

担
う

国
立

研
究

所
の

一

つ
で

あ
る

。
P/

J
の

活
動

は
本

研
究

所
の

本
来

任
務

と
合

致
し

て
お

り
、

ｶ
ﾙ
ｶ
ﾝ
養

殖
は

最
優

先
事

項
と

し
て

挙
げ

ら
れ

て
い

る
。

 
 

財
政

 
実

施
機

関
の

予
算

措
置

は
十

分
に

講
じ

ら
れ

て
い

る
か

、
今

後
3
年

間
の

予
算

確
保

の
た

め
の

対
策

は
十

分
か

 
M

A
R

A
, 

A
K

SA
M

, 

 ○
M

A
R

A
及

び
A

K
SA

M
の

年
間

予
算

は
近

年
増

加
し

て
い

る
。

A
K

SA
M

に
は

P/
J
が

開
始

さ
れ

る
と

い
う

確
か

な
期

待
か

ら
、

20
06

年
度

予
算

は
前

年
比

42
%
増

加
と

な
っ

て
い

る
。

ま
た
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AKSAM 補強工事（案） 

 

１．施設の現状 

１－１ 電力 

AKSAM では、外部より 3 相 3 線 32kVA を、1,600kVA の変圧器を介して引き込んでい

る。その内、44kVA と 15kVA の湧出水用ポンプについては、前者が SUMAE により設置

されてスズキとヘダイの養殖用に利用されており、後者は日本側資金でカルカン養殖の事

前研究用に設置されたものである。  

毎秒 1m3 の取水能力を有する水中ポンプが、海水と湧出水を導入する水路に 6 台設置さ

れているが、需要に対して過大な性能を持つため、電気料金が大きな負担となっている。

そのため現在は使用されていないとの説明があったが、施設全体の受電容量 1,600kVA に

対し給電量は 411kVA であり、余裕はある。  

施設内各ブロックへの分電盤による電源振り分け容量は、以下のとおり。  

 

給電先  容量(kVA)

人口孵化 /生産ブロック   

冷凍機  7

海水ポンプ２台(30kW) 60

湧出水ポンプ２台(22 kW) 44

湧出水ポンプ２台(7.5 kW) 15

ブロワー  12

閉鎖循環型水槽  15

デジタルコントロールヒーター 15

加熱 /再計算  15

冷却グループ  50

生き餌  25

小計  258

サポートサービスブロック  33

施設棟  40

ゲストハウス  30

事務棟  30

貯水池  10

アトリエ  10

小計  153

合計  411

 

１－２ 非常用電源 

出力 350kVA のディーゼル発電機が 2 台設置されている。トルコでは年間 90 時間程度

付属資料３ AKSAM 補強工事
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の計画停電が実施されるとの報告がトルコ側よりあった。  

 

１－３ 水源 

地中海側より、毎時 180 ㎥の海水を施設に導入している。また、施設北西側の国道を横

断し、接する地下水湧水池をさらに対面に渡った丘の麓から地下水が湧出しているが、こ

れを延長約 1.4km、内径 200mm の地中埋設管で毎時 160 ㎥を導入して他の魚種（スズキ・

ヘダイ等）に使用している。  

更に、その水源から施設が位置する下流に約 500m 戻ったところに、日本側資金による

取水口が設置されている。内径 160mm の導水管は過去に建設された施設横まで延びる水

路の底に水路に沿って約 870m に渡り敷設され、本プロジェクトで使用される予定の養魚

水槽（30 ㎥）前でポンプ小屋を介して導入されている。ここからカルカン用に毎時 35 ㎥

の取水が可能とのことであるが、この取水口は湧水池から下流に位置するため、雨期には

水が濁るとのことである。  

 

１－４ 排水 

施設西側の沈殿地で浸透処理しているが、一部の排水は日本側資金で設置した次亜塩素

酸塩発生器（ 大 4 ㎥ /h）による滅菌も行っている。  

水質基準は国内の漁業法 1380 および EU のものがあり、本施設ではそれらに準拠して

処理しているとの説明があったものの、少なくとも調査時の段階では厳格な管理は実施さ

れていないとのことであった。  

 

１－５ 実験・研究室 

事務棟と生産部門付属建物に各一室ある。事務棟内のラボラトリー（１）は本プロジェ

クト用に新設されたばかりで、床面積は 58 ㎡、水質・魚病他の作業実施が想定されてい

る。生産部門付属建物内のラボラトリー（２）は既存の施設で、床面積は 23 ㎡。現在は

スズキ・ヘダイ等の作業に使用されているが、本プロジェクトでも水質分析等に使用が可

能とのことである。  

現有ラボ機材(KEPEZ 支局を含む)として以下が報告されている。  

 

No 機材名  Beymelek Kepez 合計数量  
1 Microscope 5 3 8 
2 Salinometer  (SCT) 2 2 
3 Electronic thermometer 1 1 
4 Spectrophotometer 1 1 2 
5 Oksigenmeter 2 3 5 
6 PH meter (PINPOINT) 2 1 3 
7 Luxmeter  2 2 
8 Pure water machinery 2 2 
9 Water quality and control device 1 1 

10 Plankton nets 1 1 
11 Secci-disk 1 1 
12 Etuv 1 2 3 
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No 機材名  Beymelek Kepez 合計数量  
13 Plankton net (vertical) 1 1 
14 Desiccators 2 2 
15 Pastor oven 1 1 
16 Elektroshock device 1 1 
17 Dry cabinet 1 1 
18 Microtome 1 1 
19 UV sterilizer 1 1 
20 Pipette device (automatic) 2 6 8 
21 Ash oven 1 1 
22 Counter (for colony) 2 2 
23 Incubator 1 1 
24 Shaker, IKA,VR 1 1 2 
25 MH. 8523 Wax dispenser 1 1 
26 Paraffin bath (8513) 1 1 
27 Dryer for paraffin (MH. 6616) 1 1 
28 Centrifuge 2 2 
29 Hydro bios Flowmetre  1 1 
30 Screen-shaker 1 1 
31 Water bath  (with cooling-circulating) 2 2 
33 Manyetic shaker 1 1 
34 Analytic balance 1 1 
35 Autoclave 2 2 
36 Micro plate ELISA Reader 1 1 
37 Centrifuge (with cooling) 1 1 
40 NANSEN Bottle 3 3 
41 Shaloma Gloor (cutter with oxygen) 1 1 
42 Evaporator 1 1 
44 Laboratory balance (650) 4 4 
46 Pellet feed machinery (50 kg/hour) 1 1 
47 Mincer  1 1 
48 Dispenser (20-100 ml) 10 10 
49 GPS Trimble Scoot Master 1 1 2 
50 Visual measurement device 1 1 
51 Membrane filter device (tri channel) 1 1 
52 Vacuum pomp 1 1 
53 Blender 1 1 
54 Attachment of photomicroscope with 1 1 
55 Homogenizator 1 1 
56 Disinfection unit (with ultra-violet) 7 7 
57 Nitrogen analyzer (Kjeldahl system) 1 1 
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ラボラトリー（１）及びラボラトリー（２）の平面図を以下に示す。  

 

ラボラトリー（１）平面図  

ラボラトリー（２）平面図  
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２．現有設備の問題点と強化計画 

２－１ 取水設備 

本プロジェクトでは、カルカン養殖のための低温地下水による水槽の換水率は 15 回転

程度が必要になると予想されているが、この水量を確保するためには常時使用する大型水

槽だけでも毎時 260 ㎥（21 面×15 回転×18 ㎥）程度が必要になり、現状の毎時 35 ㎥の

給水量ではとうてい追いつかない。  

上記 260 ㎥ /h を確保する手段について AKSAM の技術者と協議した結果、日本側取水

口の付近は水質が十分ではないものの、量は湧水源から十分供給されるため、ここに新た

な取水口を設置することで合意を得た。（下図参照）  

 
 

この取水口付近の水は雨期に濁るため、濾過装置を設置することが望ましい。AKSAM

の技術者によると、ヨーロッパ製の合成繊維フィルター（各 1μ, 10μ, 25μ）による濾過シ

ステムの導入を考慮するとのことであった。  

取水口から AKSAM までの送水方法は、管周囲を軽石で覆った断熱タイプの地中埋設方
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式を採用し、更に地表を緑化することによって夏期の太陽熱の影響を 大限軽減できると

提案しているが、AKSAM 側でも複数の方法を実証比較するなどして、 終判断すること

になっている。  

取水口の位置と埋設方法の長所と短所の比較を以下に示す。  

 

取水方式  長所  短所  

上流取水  

・ 水質が良い  ・ 湧水量が少ない  

・ 送水距離が長く、配管摩擦

損失が大きい  

・ 敷設工事費が高い  

下流取水  

（今回提案）  

・ 水量が多い  

・ 配管摩擦損失が小さい  

・ 敷設工事費が安い  

・ 雨期に水が濁る  

地中埋設  

（今回提案）  

・ 配管状態は安定する  ・ 夏期の輻射熱による影響が

大きい  

水路埋設  
・ 水中の温度は安定してい

る  

・ 管内の水温上昇により配管

が浮き上がる危険性がある

 

 また、プロジェクト開始直後の水量需要はそれ程ないと考えられることから、初期の段

階では現状の毎時 35 ㎥の給水が可能なポンプの予備も同時に並列運転し、毎時 70 ㎥

を確保することとし、3 台目の予備ポンプを新たに設置するよう提案した。なお、停

電にも配慮して、エンジン式発電機を検討するよう提案した（次図参照）。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   図 1 ポンプの増強（案）  

Note: The internal-combustion 
engine pump would be very useful in 
case that the power blackout is 
frequently expected

NEW STANDBY PUMP 
CAPACITY: 7.5Kw 
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コンクリート製大型水槽(18m3) 

２－２ 養殖水槽 

水路横の取水部分にある直径 6m のコンクリート製大型水槽（18 ㎥）21 面が、本プロ

ジェクト用に提供される。また各種試験を実施する既存建物トライアルユニットに直径

2.4m のプラスチック製中型水槽（5 ㎥）15 面と、1.1m×1.1m プラスチック製小型水槽

（0.5 ㎥）8 面が本プロジェクト用に準備される予定である。  

 

 

 

 

 

 

２－３ トライアルユニット 

異なる条件下による各種実験を行うための中・小型水槽を設置する。本プロジェクトで

利用される大型水槽の真横に位置し、アクセスが容易である。  

現在は材料置き場として使用されている半透明プラスチック板で屋根と壁を覆った建

物で、床面積は 14.5m×18.8m =272.6 ㎡である。コンクリート製床には深さ 250mm 程度の

既存排水溝が設置されているので、水槽配置を調整して出来るだけ既存排水溝の利用が可

能な形態をとる。水槽水温の上昇を抑える目的で屋根は遮光のためセメント整形板に葺き

替え、壁を撤去して通風を確保する。直射日光が横から当たる場合は、遮光シート等を掛

けることで水槽の水温上昇に対処する。  

  

 

 

プラスチック製中型水槽（5 ㎥）  

プラスチック製小型水槽（0.5 ㎥）
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協議・訪問議事録集 

 

番号 日 付 相 手 先 

1 2007．3.26（月） MARA 

表敬訪問、調査方針確認、調査日程確認、調査協力依頼 

2    3.27（火） MARA 

質問書回答に対する質疑及び、局長表敬訪問 

3    3.28（水） Bodrum 養殖業者 

養殖組合によるモウラ県の養殖概要とカルカン養殖 

4    3.28（水） Bodrum 養殖業者 

大手養殖会社クルチ業務内容及びカルカン養殖 

5    3.28（水） Bodrum 養殖業者 

ニジマス加工場視察 

6    3.28（水） Bodrum 養殖業者 

クルチ社カルカン試験池視察 

7    3.28（水） Bodrum 養殖業者 

ヘダイ・スズキ養殖池視察（小・中規模陸上素掘り池） 

8    3.28（水） Bodrum 養殖業者 

ヘダイ・スズキ種苗生産場視察 

9    3.29（木） Bodrum 養殖飼料工場 

クルチ社配合飼料工場視察（技術レベルの確認） 

10    3.29（木） カルカン養殖に興味のある養殖会社訪問 

11    3.29（木） クルチ社 種苗生産技術視察 

12    3.29（木） クルチ社 海面養殖技術視察 

13    3.30（金） イダグダ社関係者 

イダグダ社カルカン養殖実績聴取 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付属資料５ 協議・訪問議事録集
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協議議事録 1 

2007．3.26(月)  14:00－15:45   

場所：Ministry of Agriculture and Rural Affairs（MARA）：Eskisehir Yolu 9. Londumlu-Cankaya 06275 

ANKARA TURKEY                        
相手先:：（ MARA ） 

Head of Department      : Mr. Erkan Gozgozoglu 

Fisheries & Aquaculture Expert : Mr. Ramazan Celebi 

Agriculture  Engineer     : Mrs. Aylin Velioglu 

当 方：山下（JICA）、Emin Ozdamar(JICA)、高橋、根本 

 

協議要約 

１．Huseyin 局長は大臣よりの急用が入り、申し訳ないが本日出席できないとの事。 

２．高橋・根本：自己紹介 

３．山下：本プロジェクトの対処方針説明 

①労働許可証の問題があり、現在トルコに対しては長期専門家の派遣はできない状況であり、

新規プロジェクトについては短期（3 ヶ月）専門家のシャトル型の派遣を考えている。養殖

管理と言う面から大きな制約となるが、その中で 大限の成果がでるような仕組みづくりが

肝要と考える。一方で、JICA 事務所としても本労働許可証の問題が早期に解決できるよう引

き続き関係各方面と協議する所存。 

 

②カレイ技術移転協力は約 10 年にわたる。今回のベイメリックへのプロジェクトで一連の協力

の総仕上げとしたい。 

 

③トラブゾンでの技術協力において、魚病が発生し、継続プロジェクトがスムーズに進展しな

かったことがあった。この教訓から、本プロジェクトでも魚病に注意して進めて行かなけれ

ばならないと認識。 

 

④4 月 11 日のミニッツ締結に向けて、疑問点・曖昧な点を整理し、具体的なプロジェクト実施

方策を関係者との協議を十分に経て固めたい。なお、トラブゾンで蓄積された技術をどう移

転・発展させていくか JICA としては関心を有しているため、この点については特に重点的に

協議をしたい。 

 

４．根本：PDM（案）の概略説明 

トルコ側要請書を基に、日本側で PDM（案）を作成したもので、上位目標・プロジェクト

目標等少し変えた提案となっている。十分議論していただくたたき台として、これを基に活

発に議論していただきたい。 

 

５．高橋：補足説明 

上位目標・プロジェクト目標達成には、種苗の大量生産が不可欠と考える。生産能力の拡

大、指標の取り方等検討の余地がある。 
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６．部長： 

①本プロジェクト実施に当ってはトラブゾンの技術が鍵であると理解している。 

  ②従って、種苗生産から養殖への展開においてトラブゾンからベイメックへの技術・知見お

よび経験を移転する仕組みについては確保したい。 

  ③また、技術力アップについては、基地がベイメリック移ったとは言え、トラブゾンへの支

援を疎かにすることの無いようにしたい。 

  ④民間との協力体制については、今まで通り極力種苗を民間に出して、その活力を促して行

きたい。 

 

７．高橋： 

民間に種苗を供給するには現在の種苗生産数では少ない。大きな施設のあるベイメリック

での種苗生産及び、民間業者への受精卵や孵化仔魚での供給が将来必要と考える。 

 

８．部長： 

  ①その通りである。ヘダイやスズキ養殖では、ベイメリックの種苗施設をまねて民間が積極

的に孵化場を建設し、現在のヘダイ・スズキ養殖普及の原動力となった。良いお手本を見

せることが、大切と考えている。 

 

９．高橋： 

  ①民間活力と言う点に関し、民間での種苗生産手段として、親魚捕獲は可能か。 

  ②また、ベイメリックではヘダイ・スズキの種苗生産計画を提示しているが今後とも生産し

ていくのか。 

 

10．部長： 

  ①親魚捕獲可能である。但し、体長 40cm 以下の天然カルカンの捕獲は法律で禁止されてい

る。 

  ②ヘダイ・スズキの種苗生産に関しては、ベイメリックの使命は終わったと考えている。民

間に出来ることは民間に任せ、研究所の任務を明確にして行きたい。 

  ③即ち、トルコはヨーロッパを含めた地中海におけるヘダイ・スズキ種苗の 25%を供給して

おり、この分野での過当競争にさらされている。研究所の任務は早急に有望な新養殖魚種

を開発し民間にその可能性を紹介することであり、この分野にベイメリックを参入させる

つもりである。 

  ④ベイメリックでは 2008 年までヘダイ・スズキ種苗生産の計画を出しているが、これは施設

を有効に運営する上で必要なことであり、カルカンの養殖試験を疎かにするものではない。

カルカンに必要な施設スペースは 優先で提供する。 

  ⑤トラブゾンではカルカンプロジェクトのおかげで、国内はもとより海外でもその養殖技術

が評価されるところまで来た。これにより、他の養殖可能性のある新魚種の研究を進める

下地が出来た。この成果に習い、ベイメリックでのスタッフの養成を目指したい。 

  ⑥本プロジェクトではベイメリックでカルカン養殖生産実績を上げることが、 大の目標で

ある。 
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11．山下： 

プロジェクトは 7 月スタートを目標にしているが、PDM（案）の検討を含め、忌憚の無い

意見をお願いしたい。 

 

12．部長： 

  ①後発ミッションメンバー到着まで時間があるので、検討させていただく。 

②尚、プロジェクトのスタート時期であるが、ベイメリックでは 6 月一杯へダイ・スズキ種

苗生産で多忙である事を考慮して、7－8 月に下準備し、水温の下がる秋から種苗移動等を

考えるのがよいと思う。 

  ③質問表に対する回答を作ったが、必要な資料があれば言って欲しい。準備する。 

 

13．高橋、根本： 

回答を読ませていただき、疑問点を明日午後にお尋ねする。また、水産物輸出入統計、天

然カルカン水揚げ統計等をお願いしたい。 

 

14．部長： 

   明日午後、提供したい。 

 
協議議事録２ 質問書回答に対する質疑及び、局長表敬訪問 

2006．3.27（火)  13:30－15:50  

場所： Ministry of Agriculture and Rural Affairs（MARA）：Eskisehir Yolu 9. Londumlu-Cankaya 06275 

ANKARA TURKEY 
相手先：MARA 

Director General                   : Dr. Huseyin Velioglu 
Head of Department          : Mr. Erkan Gozgozoglu 
Director of Marine Aquaculture Section : Dr. Hayri Deniz 
Fisheries & Aquaculture Expert       : Mr. Ramazan Celebi 
Agriculture  Engineer              : Mrs. Aylin Velioglu 

当 方：高橋、根本 

同行者：Mr. Emin Ozdamar(JICA) 

 

会議要約 

１．質問書回答に対する、疑問点以下説明を受けた。 

 ①Ongoing Projects 4 つの説明 

  ・地中海養殖振興情報システム：地中海沿岸 14 ヶ国加盟し毎年会合を開いている。 

  ・地中海東部漁業情報システム：FAO 援助で沿岸 6 ヶ国加盟している。 

  ・トルコにおけるチョウザメ資源回復：FAO 援助 2007 年 6 月にスタート予定。 

  ・海面生簀養殖が海洋生態系に 
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おぼす環境影響：水産業と環境汚染・観光産業との関わりについて協議する。 
 ②組織図 
  ・MARA の中の農業生産開発局水産養殖部には 27 名のスタッフがいる。 
 ③予算：Annex 1  
  ・人件費は含まれていない。 
 ④養殖産業振興策として魚種ごとにその販売額に対し、補助金が出される。更に、生産総量に

応じても補助金が出される。 
  ・初めの 10 トンまでの販売額に対し、その金額の 10%相当額の補助金 
  ・10－40 トンまでの販売額に対しては、その金額の 3%相当額の補助金 
  ・40 トン以上の販売額に対しては、追加補助金はない。 
 ⑤ワークショップ・セミナー： 
   3 つの国際会議がトルコで開かれる 

・Euroaqua：2 年に一度ヨーロッパ各国から 1,000 人以上が集まり、水産国際会議を開く。2007
年 10 月予定。 

  ・ICCAT：大西洋まぐろ類保存国際委員会 2007 年 11 月予定。 
  ・EIFAC：European Inland Fisheries Advisory Commission 2008 年予定。 
 
２．Mr. Erkan より水産物輸出入統計、水産物水揚げ統計等の資料を CD で入手。 
  収集資料としてリストに挙げる。 
３．Mr. Erkan より本 P/J の実施計画に関し、3 年間では十分の成果を挙げるのは難しいのではと

の意見が出された。 
４．Bodrum 出張予定の確認。 
 ①アンカラ発 16:30、イスタンブール経由ボドルム、ホテル着 21:30 
 ②訪問予定地：組合、養殖会社クルチ、ニジマス加工場、クルチ社カルカン試験場、ヘダイ・

スズキ陸上養殖池、ヘダイ・スズキ孵化場訪問予定 
 
５．局長表敬（20 分）： 
①前回までのプロジェクトは成功裏に終わった。今回も成果が出せるよう協力お願いしたい。 
②P/J で得られた情報は民間セクターにオープンにし、MARA がリーダーシップを取りながら、

技術移転を図って行きたい。 
③カルカン養殖ビジネスが発展するよう、将来的には海外民間業者からの投資も期待したい。 
④マーケットについては余り心配していない。 

 
協議議事録３ 養殖組合によるムーラ県の養殖概要とカルカン養殖について 

2006．3.28(水) ９:40－11:00   
場所：クルチ社事務所 Ataturk Cad Cukurbahce Sok No.4  48400 Bodrum Turkey 

相手先：養殖組合名 Muğla Aquaculture Association 
代表者：Mr. Ihsan Bozan HAZAL, Food & Water Products, Petrolium Construction Production Export 

Trade Limted Co.  
当 方：高橋、根本 
同行者：Mrs. Aylin Velioglu(MARA), Mr. Emin Ozdamar(JICA) 
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1. 組合の業務の概要、ムーラ県の養殖概要説明を受ける。 

①2000 年のスタートし、現在会員会社数は 100 社、（会員 103 名） 

②これ以外に、養殖業者が加盟する団体は Turkish Fisheries & Aquaculture Federation 及び、Turkish 

Inland & Marine Aquaculture Association がある。更に、2005 年～2006 年にかけて 7 つの養殖協

会が MARA により承認された。ヘダイ･スズキ海面養殖協会が 3 つ、マス類内水面養殖協

会が 4 つで、所在地は各々養殖事業の盛んなムーラ県に 3 つ、イズミール県、トラブゾン

県、リゼ県、デニズリ県に各々1 つである。 
③ムーラ県には 129 の養殖サイトがあり、ヘダイ・スズキで 45,000 トン／年の水揚げがある。こ

れは全体の 70%である。 

④海面生簀以外、陸上池での生産もある。 

⑤100 社のうち 7 社で 30,000 トン水揚げしており、その養殖サイト数は 30 である。 

 平均一サイトあたり 1,000 トンの大規模生産量となる。 

⑥国際マーケットでの競争が激しくなってきたことから、6 年前から新魚種の開発が活発に 

なってきた。 

⑦その代表といえる会社が、クルチ社とアクバツール社の 2 社である。 

⑧トラブゾンのカルカン種苗を導入しての試験が 5 年前から始まっているが、病気のコン 

トロール、水温管理が不十分で、現在まで十分の結果が出ていない。 

⑨イダクダと言うヘダイ・スズキ養殖会社が閉鎖循環陸上水槽を使って、カルカンの養殖にある

程度生産に成功したが、火災で会社がつぶれてしまった。 

⑩カルカンの海面での養殖は塩分 3.8%、水温 13－29℃と言うことで、困難と考えられる。 

⑪カルカン養殖に興味はあるが、現時点では水温・塩分・餌・飼育密度等の技術情報が十分でな

い為、養殖民間業者は公的機関によるパイロットファームの実施に期待している。 

 
協議議事録４ 大手養殖会社クルチ業務内容及びカルカン養殖への興味について 

2006．3.28(水) 11:00－14:00   

場所：クルチ社事務所 Ataturk Cad Cukurbahce Sok No.4, 48400 Bodrum Turkey 

相手側：KILIC 社代表及びスタッフ 

C.E.O.            : Mr. M. Taner Ciger  

Vice Exective Officer: Mr. I. Oguz Ucal 

Member of The Board: Mr. Sinan Kiziltan 

Feed Plant Manager  : Mr. Tolga Sepetoglu 

Fish Farms Manager  : Mr. Hakan Adamcil 

当 方：高橋、根本 

同行者：Mrs. Aylin Velioglu(MARA), Mr. Emin Ozdamar(JICA) 

 

１．クルチ社の概要説明受ける 

①トルコで一番の養殖会社である。ヘダイ・スズキを 15,000 トン生産し、ヨーロッパでは 

3 位と認識している。 

②ヘダイ・スズキ種苗を 1.5 億尾生産しヨーロッパ 1 位である。 
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 種苗生産施設を内陸部に 2 ヶ所、海岸部に１ヶ所有している。 

③冷却・加温設備も有している。冷却装置は 300 トン／h で 6℃下げられる能力を備えてい 

る。排水処理は、沈殿・生物ろ過を行っている。 

④親魚として 8,000 尾、約 20 トン確保している。 

⑤海上養殖場は 14 ヶ所、加工場、スチロール箱生産工場等を有する。 

⑥飼料工場を有し、養魚飼料エクストルーダーペレット（以下 EP）を生産販売しており 16 

トン／h（4mm サイズペレット換算）の生産能力有する（8 万トン／年）。 

⑦淡水のニジマス養殖も計画中。南東部ダムで 9,000 トンの施設建設許可申請中。グルー 

プには施設建設部門も有する。 

⑥乳製品生産にも取り掛かり、オランダから資機材を輸入している。 

⑦新魚種開発には積極的で、10 種類試験している。 

⑧カルカンについては 2006 年 5,000 尾、種苗を入れて試験に入った。マーケットはあると 

期待している。 

⑨北エーゲ海でカルカン用に 2,000 トン規模の養殖場の権利を入手中である。 

 ここが稼動するようになれば、種苗生産の孵化場も考える。将来的には自前の種苗を生 

産したい。許可の取得には複数の省にまたがった申請が必要で時間が掛かる。 

⑩種苗は 5g 位を希望したい。 

⑪トラブゾンでは冬水温低く、夏水温高いことから成長見込めないが、ミラス地区で適水温が得

られれば、好成長が得られると考える。 

⑫情報交換できる試験 P/J に参画していきたい。 

⑬販売について： 

2kg サイズで出荷したいが、ヘダイ・スズキの例から小型サイズでの出荷が将来可能とも考え

られる。即ち、ヘダイ・スズキの養殖開始当初は 2kg サイズでないと売れないと思われていた

が、300－400g サイズ（20-24 ヶ月）のマーケットが確立した。 

 

協議議事録５ ニジマス加工場視察 

2006．3.28(水) 14:15－15:30  場所：ニジマス燻製加工場 

相手先会社名：Gümüşdoğa Aquaculture 

当 方：高橋、根本 

同行者：Mrs. Aylin Velioglu(MARA), Mr. Emin Ozdamar(JICA) 

 

１．会社概要 

 ①ヘダイ・スズキ海面養殖で年間 10,000 トンの生産量、国内第二位の規模である。 

 ②淡水養殖としてニジマスを年間 3,500 トン（100 万～150 万尾）生産している。 

  河川水利用の陸上池、湖における生簀で養殖生産している。  

③飼料工場も有する。 

 ④ニジマス約 80 万尾で燻製を生産し、全て輸出でドイツ・オランダに出荷している。 

生産能力は 4 トン／日。 

⑤サイズ約 280g に育て、燻製 終製品歩留まり 43%とし、125g の製品で特別のガスを抽入後
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冷凍パックにして出荷する。出荷価格 8€／kg。因みにヘダイの生産者単価は 7.5YTR／kg
であるが、市販末端価格は 12YTR／kg である。 

 

２．カルカン養殖への興味について 

 ①興味があり、実証試験が OK であれば取りかかりたい。 

 

協議議事録６ クルチ社カルカン試験池視察 

2006．3.28(水) 15:45－16:30   

場所：クルチ社カルカン養殖池 Milas-Bodrum Karayalu 18km Kemikler Koyu Mevikii 48200 Milas 

Mugla Turkey 

相手先：KILIC 社 

Project Development Msc. Aquaculture Engineer：Mr.Bora Sezen 

当  方：高橋、根本 

同行者：Mrs. Aylin Velioglu(MARA), Mr. Emin Ozdamar(JICA) 

 

１．カルカン試験飼育概要 

①2006 年 10－11 月に 10g サイズ 5,000 尾をトラブゾンからトラックにて陸上輸送。 

現在推定サイズ 40g。 

 ②十分の計画・準備無く種苗を入れたので、今後科学的なデーターが取れないかも知れないと

の事。 

③他の養殖新魚種（英名：Meagre）8,000 尾と混養。 

④現時点で 3 回／日、EP 給餌（3mm と 4mm を 50%ずつ）25kgx3 回＝75kg 

 

２．施設概要 

 ①沿岸から 20km 程度 

 ②90mｘ30mｘ3.5m 池 2 面 

 ③地下水ポンプアップ： 

 ④水温：16－18℃、外気の影響で 9-19℃に変化する。夏場はまだどの程度水温が上がるか未経

験でデーターは無い。 

 ⑤現在池水量の 10%を 1 日で換水している。夏場は 20%を換水して水温を下げる予定である。 

 ⑥塩分：1.0%～0.5% 

 

３．感想等 

 ①池が大きく水が透明でない為、摂餌状況・成長等が観察できない。 

 ②約１万トンの池の水を 1 日に 20%程度で換水しても水温上昇は防げないと予想され、生残は

危ぶまれる。よって、高橋専門家から担当技術者に対し、水温管理の出来る孵化舎での小型

タンクによる飼育試験を是非するようアドバイスがなされた。 
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協議議事録７ ヘダイ・スズキ養殖池視察（小・中規模陸上素掘り池） 

200７．3.28(水) 16:45－17:10  場所：ヘダイ・スズキ養殖池 

相手先:：Food & Water Products, Petrolium Construction Production Export Trade Limted Co 

代表：Mr. Ihsan Bozan HAZAL:  

当 方：高橋、根本 

同行者：Mrs. Aylin Velioglu(MARA), Mr. Emin Ozdamar(JICA) 

 

１．概要 

①設立 2005 年 12 月スタート 

  ②海岸から 15－17km の位置。 

 ③水温 18℃、夏 28℃、冬 12-13℃ 

 ④塩分：1% 

 ⑤30,000 ﾄﾝの水量を 1 回／日で換水、1,200-1,300 トン／h（20 トン／min）をポンプアップ。25

－40m 地下からの採水。 

 ⑥2gr の種苗をコンクリート小型池 8 面に放養し 2－4 月後素掘り池（70mx20m、70mx14m、

50mx20m、50mx14m）20 面に移し、20 ヶ月で 300gr に育て出荷する。 

  ⑦生産目標 120 トン 

⑧水揚げまで池掃除はしないとこと。 

⑨4kg／トンの密度で飼育する計画 

 

２．感想等 

①まだ水揚げの実績はないとのことで、今後サイズアップした際の高水温での酸欠・池底の汚

れなど心配される。 

②この周辺には小規模の池養殖場が散在し、地下水の供給が容易と察せられた。 

 

協議議事録８ ヘダイ・スズキ種苗生産場視察 

200７．3.28(水) 1７:30－18:10   

場所 Akuvatur, Mediterranean seafoods 

ヘダイ・スズキ種苗生産場：Avsar Koyu Onu Karakemer Mevkii Milas Mugla Turkey 

相手先：Fry Sales Manager: Mr. Alper Demircan 

       Human Resource Manager: Mr. Fatma Okay 

当  方：高橋、根本 

同行者：Mrs. Aylin Velioglu(MARA), Mr. Emin Ozdamar(JICA)   

 

１．施設・生産能力要約 

①種苗生産業者：2000 年に設立、国内に 2 ヶ所の孵化場、１ヶ所の海面養殖場を有する。全体

で 4,500 万尾生産能力、昨年実績 3,300 万尾生産。 

②ここは 2003 年にスタートさせた。2,500 万尾の種苗生産能力を有する。2006 年実績 1,800 万

尾。種苗サイズ 2－2.5g、ヘダイ単価 0.22YTR／尾、スズキ 0.16YTR／尾。 
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③2 つの孵化舎で循環システムにて 0.6g まで飼育し、1.8g まで外池で育成後、2－2.5g まで室内

タンクで出荷選別を行う。 

④循環システムで使う水の塩分が甘く、種苗生産に問題が起きたので、海水を船で運び、港か

らトラック輸送している（した）。 

⑤室内タンクは 23 トン／台、20 台。8－12 万尾／台を収容。 

⑥親魚はイズミールでストックしている。 

⑦地下水：6 本からポンプアップできる。水温は 16－18℃、塩分 0.5－1.2% 

⑧地下水には酸素を強制補給し利用している。 

 

２．カルカン試験飼育概要 

 ①2000 年から 2001 年に 3 回に分けてサイズ別に種苗をトラブゾンから導入し、8－10 ヶ月飼育

したが、うまくいかず止めた。（詳しい理由は聞けず） 

 ②試験飼育を実施し、飼育技術・マーケット等確立してから、紹介して欲しいとの要望 

が出された。 

 ③イズミールにて 6 種類ほどの養殖新魚種の開発も行っている。 

 

感想等 

 ①場内、孵化舎内は整頓・清掃が行き届いていた。 

 ②使用地下水への酸素供給、天然海水の補給、出荷前の奇形魚のチェック等細かな体制を整え

ており、種苗品質の高さが伺えた。 

 

協議議事録９ 配合飼料工場視察（技術レベルの確認） 

2007．3. 29(木) 9:50－10:45 場所：クルチ社 配合飼料工場 

相手先：クルチ社 配合飼料工場長         : Mr. Tolga Sepetoglu,  

Production & Quality Control Manager: Mr. Tansu Yavuz 

Burgaz Mah. Sucum Mevkii Milas- Izmir Karayolu 5Km  Milas - Mugla 

当  方：高橋、根本 

同行者：Mrs. Aylin Velioglu(MARA), Mr. Emin Ozdamar(JICA)   

 

１．工場概要 

①2004 年にドライペレット製造工場としてスタート 

②2005 年末からデンマークよりエクストルーダーぺレット（EP）製造機を導入し、生産開始。 

③2007 年 6 月完成予定で 2 台目の EP 製造機導入予定。これにより、16 トン／ｈの生産能力で、

年間 80,000 トンの生産能力を達成する。 

④国内では昨年 25,000 トンを生産し、業界第一である。第二位は 18,000 トンであった。 

  更に、別工場を建設する予定である。現在作業員合計 50 名。 

⑤国内には合計で飼料工場は 10 数える。 

⑥へダイ・スズキ・ニジマス用に 1.5mm～9mm までサイズ作っている。脂質量は 40%まで真空

方式で添加できるが、需要のあるのは 28－30%までである。 
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⑦種類・サイズで価格は異なるが、おおよそ 1.1US$／kg である。世界的魚粉需要増のため価格

が高騰しており、今後更に値上げも考えられる。 

⑧サンプル飼料入手。 

⑨工場写真撮影 

⑩カタログは新らたに作成中とのこと。ホームページにて詳細分かるとの事。 

  （英語サイト更新中で見られず） 

 

２．その他 

 ①EP 試験飼料（例えばカルカン用）製造の 小バッチは 10 トンとの事。数種類のサイズで 10

トンではなく、ワンサイズでのこと。したがって、試験飼料を特別に用意するのは困難であ

る。 

 ②魚粉原料としてカルカンにはホワイトミールが必要といわれるとのコメントが出されたが、

既存の市販ブラウンミール（高鮮度）で十分対応できる旨、日本のウナギ用配合飼料を例に

引いて説明した。 

 

協議議事録１０ カルカン養殖に興味のある養殖会社訪問 

2007．3.29(木) 11:05－12:00   

場所： Delta 社 海上生簀資機材製作工場、Bodrum Yolu Emek Mah No.20 Milas Mugla Turkey 

相手先：Delta Group of Companies: Mr. Ishak Gencbay, General Manager:  

Delta Aquaculture Equipment Ltd. Member of Board: Mr. Tugrul Ince 

Bio-Sis Aquaculture Trading Project & Consultancy: Mr. Sinan Toplu, Aquaculture Engineer  

当  方：高橋、根本 

同行者：Mrs. Aylin Velioglu(MARA), Mr. Emin Ozdamar(JICA)   

 

１．業務概略 

①海上生簀資材（網・ロープ・フロート・ボート等）の製造販売 

②イタリアのマグロ蓄養会社向け生簀網を作成中であった。 

③海面生簀養殖場を 2 ヶ所有し、カルカン養殖に興味を持っている。 

 

２．カルカン養殖について 

①将来 1 万トン位の需要が期待できるのではないか。 

②従って、早急に 20～30 万尾程度の種苗供給体制を作って欲しい。 

③種苗の適正サイズ、病気対策、水温コントロール方法等の技術を早く知りたい。 

④日本の養殖業者との J/V も可能であればしたい。 

⑤トルコでは 2 年で 1.25kg までの実績があると聞いている。 

 

３．感想等 

Aquaculture Engineer である Mr. Sinan Toplu はカルカンの養殖に強い興味を有しており、トラブ

ゾン研究所との交流は深い模様である。 
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協議議事録１１ クルチ社種苗生産技術視察 

200７．3. 29 日（木) 12:20－14:30  場所：クルチ社種苗生産場 
相手先： 

Production and Quality Control Manager      : Mr. Tansu Yavuz 
 Project Development Msc. Aquaculture Engineer: Mr.Bora Sezen  

当  方：高橋、根本 

同行者：Mrs. Aylin Velioglu(MARA),  Mr. Emin Ozdamar(JICA) 

 

１．種苗生産場の規模 

①2 年前まで MARA の種苗センターであった。現在ここを借りて 2006 年には 1,500 万尾のヘダ

イ種苗を出荷した。施設の生産能力は年間 1,000 万尾であるが、照度調整などにより周年種

苗生産アップを可能とした。 

②今後更に 2,000 万尾まで生産量を上げていく予定である。現在職員は 30 名である。 

③別の孵化場では 120 名が働いている。 

④10 種類の新魚種開発研究に取り掛かるべく、MARA より許可を取得した。 

 

２．カルカン養殖計画について 

 ①北エーゲ海沿岸に 15ha の国有地を借りて、1,000 トン生産規模を目指して生産許可を申請し

ている。2008 年からスタートできるようにしたい。種苗生産も視野に入れている。 

 ②また、昨日お見せしたカルカン試験地は 30ha に拡張し、同じく 1,000 トン生産規模にする予

定である。 

  ここの地下水の溶存酸素量を聞いたところ、6～5.5ppm との事。また、水は透明。 

 ③ヘダイ・スズキ養殖事業参入には、外国より技術を導入した経緯があり、カルカンについて

も、スペイン・フランスからの技術協力も考えられる。 

 ④日本の民間との J/V も期待したい。 

 ⑤ベイメリックでは民間養殖業者からヘダイ・スズキの種苗生産を請け負っている。従って、

カルカンの種苗もこれと同じように民間から受注し生産してもいいのではないかと考える。 

  同席した MARA の Mrs. Aylin Velioglu の個人的見解では、数量によるが可能と考えられると

の回答であった。 

 
協議議事録１２ クルチ社 海面養殖技術視察 

2007．3.29(木)  15:00－16:30  場所：クルチ社海面生簀養殖場 

相手先： Fish Farms Manager: Mr. Hakan Adamcil 

当  方：高橋、根本 

同行者：Mrs. Aylin Velioglu(MARA), Mr. Emin Ozdamar(JICA) 

 

１．施設飼育概要 

 ①沿岸部では直径 20ｍの円形生簀（網丈 11m）を使用している。因みに生簀設置場所の水深は

30m。 

 ②種苗の移動は 5g サイズで孵化場からトラック輸送し、港で活魚船に積み替え、その後、生簀
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に放養し、300～400g まで育てる。 

 ③30～40g に育った時点で（2～4 ヶ月：水温は 14℃～29℃）選別し、同時にワクチン注射を一

尾ずつに施し、尾数を確認して沖合に設置された生簀（直径 30m）に移す。この際、生簀を

沖合に引っ張って稚魚ごと移動すると、時間が掛かるため、稚魚は一度活魚船に取り込んで

沖合の生簀まで運ぶ。 

 ④直径 50m の生簀を試験したところ、問題ないことが実証できたので、今後 30m 生簀を 50m

生簀に変えていく予定である。 

   

 直径 50 生簀 直径 30m 生簀 

 生簀価格（€） 25,000 9,000～ 9,500 

 網価格  （€） 60,000 25,000～27,000 

収 容 尾 数 80～100 万尾 30～40 万尾 

  

  ⑤また、更に沖合いにはノルウェーで開発された全自動給餌管理方式の生簀システムが設置さ

れていた。 

  一式で 2,000 トンの生産能力を有し、十数台の 50m 生簀は 5 名（内 3 名はダイバー）の作業

員で管理が可能となっている。このシステムではカメラで水中・水面とも監視されるもので

一式の初期設備投資額は 500,000€。 

 

２．感想等 

 ①ヘダイ・スズキの国際競争が激化する中、生産コストを下げるための設備拡大が図られ

ている。 

 ②環境への配慮から、沖合での汚水・ゴミ投棄が厳しく規制されてきている。 

 ③観光との共存も養殖業者にとって厳しい対応が迫られている。即ち、沿岸部の生簀は期

日までに、沖合に出すよう指導が出されている。 

 

協議議事録１３ イダグダ社（IDA-GIDA 社）カルカン養殖実績聴取 

2007．3.30(金)  14:00－15:10  場所：イスタンブール：Savoy Hotel 

相手先：養殖会社：Elize A.S. 代表者：Mr. Irmak Yayin  

Tel. 90- 252- 3863169  Fax. 90-252-3863107  Mobil: 90-533-7362527 

E-mail: irmakyayin@elize.com.tr 

当  方：高橋、根本 

 

１．イダグダ社カルカン飼育実績概要 

①ヘダイ・スズキ養殖会社イダグダ社はトルコ国西端のチャナカレ県（Çanakkale）のインテペ

近郊に種苗生産場及び養殖場を有し、2000年からトラブゾン研究所のカルカン種苗を導入し、

陸上閉鎖循環施設で成魚生産を開始した。 

②生海水 8～26℃，塩分 2.6～3.8％をポンプアップし、冷却機及び加温機を用いて 適水温 15

～17℃を維持した。（温度管理の失敗で減耗を余儀なくされた経緯もあった） 
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③閉鎖循環システム（ろ過，UV 殺菌，生物ろ過等）はノルウェー（アクアオプティマ社）か

ら購入した。 

④餌はイタリア・ニュートレコ社の配合 EP（55％蛋白）で問題ない。国内製造飼料は問題があ

る。 

⑤種苗の受け入れは 9～10 月 5g で入手，輸送はトラック，途中で換水を一回行った。 

⑥2002～3 年は 14～15 ヵ月飼育で 1 ㎏／尾程度に育て、3,000 尾（約 3 トン）を小さなマーケ

ットに少しずつ売った。売り単価は 10€/kg 程度であった。 
⑦2005 年 4 月火災が発生し、飼育中のカルカンを全て失い会社を閉鎖した。この時、約 35,000

尾が 600～800g／尾にまで育っていた。 

 

２．新会社カルカン飼育計画概要 

①Elize A.S 社の代表 Mr. Irmak Yayin はイダグダ社を再建し、イダグダハッチェリー（4,000 ㎡）

にて 2008 年から事業再開する予定。それに向け資金調達中である。 

②取水能力 150 トン／h で 50％換水／日の閉鎖循環飼育を実施する予定。 

③陸上のタンクは水深 1～1.5m，直径 10m くらい（8 角形）を今回は計画している。 

④2008 年には、5g サイズのカルカン種苗を 5～10 万尾欲しい。 

⑤種苗単価はヨーロッパターボで 1€／尾なので、相場はこの程度を希望する。 

⑥販売価格は 2 kg サイズに育てて、20€／kg で売ることを期待している。2 年 6 ヵ月で 2 kg な

るだろう。良い種苗を導入し、途中選別をかけていけばもっと早いく 2kg になると予想する。 

⑦条件がよければ 75％の生残は見込める。もうかるがリスクもある（病気等）。 

⑧種苗の運搬に関しては、小サイズでの空輸も考えられる。（イスラエルから、カルカンではな

いが、他の魚種の種苗輸入実績がある） 

 

新会社カルカン養殖計画案 

2008 年種苗導入量 生残 取揚 

尾数 ｻｲｽﾞ 歩留 尾数 平均重量 総重量 売単価 

50,000~100,000 5g 75% 37,500~75,000 2kg 75 ﾄﾝ～150 ﾄﾝ 20€/kg 

 

３．感想等 

 ①Mr. Irmak Yayin は電話で何度もカルカン養殖技術者に連絡を取りながら、我々の質問に素直

に答えてくれた。 

②イダグダ社は閉鎖循環システムでカルカンを 1kg 以上まで育てて販売した、唯一の会社であ

った。 

 ③SUMAE への質問票の回答からカルカン種苗出荷データー（2000 年～2006 年）を確認した。

16 の民間及び、大学研究機関へ合計 189,550 尾が出荷された。イダグダ社へは過去 5 回、合

計 110,200 尾が出荷された。この数は全体出荷尾数の 58%を占めた。 
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カルカン種苗配布先別実績 

 名称 所在地 時期 尾数 

1 AKSAM Beymelek－Antalya Mar.2004 4,200 

2 AKVATUR Milas－Mugla Mar.2001 
    2003 

1,000 
5,000 

3 ALTASLAR GIDA Persembe－Ordu Nov.2000 
Mar.2001 

1,000 
  700 

4 CFRI BROODSTOCK UNIT Trabzon Feb.2001 
Oct.2003 

800 
600 

5 CFRI RESEARCH UNIT Trabzon Sep.2000 
Feb.2001 

3,000 
750 

6 FERIT CECELI Giresun     2003 15,000 

7 IDA-GIDA Çanakkale 

Sep.2000 
Sep.2002 
Oct.2003 
Nov.2003 
Mar.2004 

2,000 
52,500 
20,000 
31,200 
4,500 

8 LBRAHIM BAYRAKTAR Milas－Mugla Dec.2003 3,000 
9 KARAOGLU Rize     2002 30,000 

10 KILIC Milas－Mugla Nov.2006 8,000 

11 KTU UNIVERSITY Surmene－Trabzon Dec.2003 
Dec.2006 

1,000 
500 

12 OZ KAFES Rize Nov.2000 
Mar.2001 

1,000 
700 

13 PINAR Izmir     2003 1,000 
14 SINOP UNIVERSITY Sinop Dec.2003 600 
15 VONA BALIKCILIK Persembe－Ordu Feb.2001 1,000 
16 ZAMAN BALIKCILIK Pazar－Rize Mar.2001 500 
 合 計   189,550 

 出典：SUMAE 質問票の回答 

  

尚、JICA 専門家によって、エジプト･トルコ魚類養殖基礎調査（2004 年 2 月）、及び地中海･

エーゲ海沿岸域養殖実態調査（2004 年 7 月）が行われているが、イダグダ社でのカルカンの飼

育状況、生産尾数については情報が得られていない。今後カルカン養殖を振興する上で、民間

及び大学等研究機関との情報交換は必要不可欠である。SUMAE は種苗配布に際し、種苗受け

先に基本的な飼育データーの提供を条件として付けるべきと思量される。 

以上 
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